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議案第１２号 

 

福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 

 福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１４日提出 

福島町長  鳴海 清春    

 

福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例 

 

福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成27

年福島町条例第3号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(保育所等との連携) (保育所等との連携) 

第６条 家庭的保育事業者等(居宅訪

問型保育事業を行う者(以下「居宅訪

問型保育事業者」という。)を除く。

以下この条、次条第1項、第14条第1

項及び第2項、第15条第1項、第2項及

び第5項、第16条並びに第17条第1項

から第3項まで並びに附則第3条にお

いて同じ。)は、利用乳幼児に対する

保育が適正かつ確実に行われ、及び

家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満3歳以上の児童に対

して必要な教育(教育基本法(平成18

年法律第120号)第6条第1項に規定す

る法律に定める学校において行われ

る教育をいう。第3号において同じ。)

又は保育が継続的に提供されるよ

う、次に掲げる事項に係る連携協力

を行う保育所(子ども・子育て支援法

(平成24年法律第65号)第7条第4項に

規定する保育所をいう。)、幼稚園(同

項に規定する幼稚園をいう。)又は認

定こども園(同項に規定する認定こ

ども園をいう。)(以下「連携施設」

という。)を適切に確保しなければな

第６条 家庭的保育事業者等(居宅訪

問型保育事業を行う者(以下「居宅訪

問型保育事業者」という。)を除く。

以下この条、次条第1項、第14条第1

項及び第2項、第15条第1項、第2項及

び第5項、第16条並びに第17条第1項

から第3項まで並びに附則第3条にお

いて同じ。)は、利用乳幼児に対する

保育が適正かつ確実に行われ、及び

家庭的保育事業者等による保育の提

供の終了後も満3歳以上の児童に対

して必要な教育(教育基本法(平成18

年法律第120号)第6条第1項に規定す

る法律に定める学校において行われ

る教育をいう。第3号において同じ。)

又は保育が継続的に提供されるよ

う、次に掲げる事項(法第6条の3第1

0項第3号に掲げる事業(以下「満3歳

以上限定小規模保育事業」という。)

を行う事業者(以下「満3歳以上限定

小規模保育事業者」という。)にあつ

ては、第1号及び第2号に掲げる事項)

に係る連携協力を行う保育所、幼稚

園又は認定こども園(以下「連携施
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らない。ただし、離島その他の地域

であつて、連携施設の確保が著しく

困難であると町が認めるものにおい

て家庭的保育事業等(居宅訪問型保

育事業を除く。第16条第2項第3号に

おいて同じ。)を行う家庭的保育事業

者等については、この限りでない。 

設」という。)を適切に確保しなけれ

ばならない。ただし、離島その他の

地域であつて、連携施設の確保が著

しく困難であると町が認めるものに

おいて家庭的保育事業等(居宅訪問

型保育事業を除く。第16条第2項第3

号において同じ。)を行う家庭的保育

事業者等については、この限りでな

い。 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 当該家庭的保育事業者等によ

り保育の提供を受けていた利用乳

幼児(事業所内保育事業の利用乳

幼児にあつては、第42条に規定す

るその他の乳児又は幼児に限る。

以下この号及び第6項第1号におい

て同じ。)を、当該保育の提供の終

了に際して、当該利用乳幼児に係

る保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れ

て教育又は保育を提供すること。 

(３) 当該家庭的保育事業者等(満3

歳以上限定小規模保育事業者を除

く。)により保育の提供を受けてい

た利用乳幼児(事業所内保育事業

の利用乳幼児にあつては、第42条

に規定するその他の乳児又は幼児

に限る。以下この号において同

じ。)を、当該保育の提供の終了に

際して、当該利用乳幼児に係る保

護者の希望に基づき、引き続き当

該連携施設において受け入れて教

育又は保育を提供すること。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

(懲戒に係る権限の濫用禁止) (児童対象性暴力等の防止) 

第13条 家庭的保育事業者等は、利用

乳幼児に対し法第47条第3項の規定

により懲戒に関しその利用乳幼児の

福祉のために必要な措置を採るとき

は、身体的苦痛を与え、人格を辱め

る等その権限を濫用してはならな

い。 

第13条 家庭的保育事業者等は、法第3

4条の16第4項において準用する法第

21条の5の18第4項の規定に基づき、

児童対象性暴力等(学校設置者等及

び民間教育保育等事業者による児童

対象性暴力等の防止等のための措置

に関する法律(令和6年法律第69号)

第2条第2項に規定する児童対象性暴

力等をいう。以下この条において同

じ。)を防止し、及び児童対象性暴力

等が行われた場合に利用乳幼児を適

切に保護するため、児童等対象業務

従事者(利用乳幼児と接する業務に

従事する者のうち、支配性、継続性

及び閉鎖性のある環境の下で当該利

用乳幼児に接するものをいう。)に係

る犯罪事実確認(同法第4条第1項に

規定する犯罪事実確認をいう。)その
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他の必要な措置を講じなければなら

ない。 

(家庭的保育事業所等内部の規程) (家庭的保育事業所等内部の規程) 

第18条 （略） 第18条 （略） 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 乳児及び幼児の区分ごとの利

用定員 

(６) 乳児及び幼児の区分ごとの利

用定員(満3歳以上限定小規模保育

事業者にあつては、満3歳以上の幼

児の利用定員) 

(７)～(11) （略） (７)～(11) （略） 

第27条 小規模保育事業は、小規模保

育事業A型、小規模保育事業B型及び

小規模保育事業C型とする。 

第27条 小規模保育事業は、小規模保

育事業A型、小規模保育事業B型(満3

歳以上限定小規模保育事業を除く。)

及び小規模保育事業C型(満3歳以上

限定小規模保育事業を除く。)とす

る。 

(職員) (職員) 

第29条 （略） 第29条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

(３) 満3歳以上満4歳に満たない児

童(法第6条の3第10項第2号の規定

に基づき受け入れる場合に限る。

次号において同じ。) おおむね1

5人につき1人 

(３) 満3歳以上満4歳に満たない児

童(法第6条の3第10項第2号又は第

3号の規定に基づき受け入れる場

合に限る。次号において同じ。)

 おおむね15人につき1人 

(４) （略） (４) （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模保育事業

所A型に勤務する保健師又は看護師

を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模保育事業

所A型に勤務する保健師、看護師又は

准看護師(以下「看護師等」という。)

を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

 ４ 第2項に規定する保育士の数の算

定に当たつては、当該小規模保育事

業所Ａ型に勤務する理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、心理担当職

員(学校教育法(昭和22年法律第26

号)の規定による大学(短期大学を除

く。)若しくは大学院において、心理

学を専修する学科、研究科若しくは

7



これに相当する課程を修めて卒業し

た者であつて、個人及び集団心理療

法の技術を有するもの又はこれと同

等以上の能力を有すると認められる

者をいう。)又は障害児の療育に関す

る知識及び経験を有する者であつ

て、障害児の療育の指導を行う業務

に5年以上従事した経験を有するも

ののいずれかに該当し、かつ、子育

てに関する知識及び経験を有する者

(以下「特定理学療法士等」という。)

を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。ただし、当該特定理学療

法士等が保育を行うに当たつては、

当該小規模保育事業所Ａ型の保育士

(北海道が認定地方公共団体である

場合には、保育士又は北海道の区域

に係る地域限定保育士をいい、次項

において同じ。)による支援を受ける

ことができる体制を確保しなければ

ならない。 

 ５ 前2項の規定により看護師等及び

特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保

育を行うに当たつて、当該小規模保

育事業所Ａ型の保育士(前項ただし

書の規定による支援を行う保育士を

除く。)による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならな

い。 

(職員) (職員) 

第31条 （略） 第31条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模保育事業

所B型に勤務する保健師又は看護師

を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模保育事業

所B型に勤務する看護師等を、1人に

限り、保育士とみなすことができる。 

 ４ 第2項に規定する保育士の数の算

定に当たつては、当該小規模保育事

業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士

等を、1人に限り、保育士とみなすこ
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とができる。ただし、当該特定理学

療法士等が保育を行うに当たつて

は、当該小規模保育事業所Ｂ型の保

育士(北海道が認定地方公共団体で

ある場合には、保育士又は北海道の

区域に係る地域限定保育士をいう。

次項において同じ。)による支援を受

けることができる体制を確保しなけ

ればならない。 

 ５ 前2項の規定により看護師等及び

特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保

育を行うに当たつて、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士(前項ただし

書の規定による支援を行う保育士を

除く。)による支援を受けることがで

きる体制を確保しなければならな

い。 

(利用定員) (利用定員) 

第35条 小規模保育事業所C型は、法第

6条の3第10項の規定にかかわらず、

その利用定員を6人以上10人以下と

する。 

第35条 小規模保育事業所C型は、法第

6条の3第10項第1号の規定にかかわ

らず、その利用定員を6人以上10人以

下とする。 

(保育所型事業所内保育事業所の職

員) 

(保育所型事業所内保育事業所の職

員) 

第44条 （略） 第44条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該保育所型事業所

内保育事業所に勤務する保健師又は

看護師を1人に限り、保育士とみなす

ことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該保育所型事業所

内保育事業所に勤務する看護師等を

1人に限り、保育士とみなすことがで

きる。 

 ４ 第2項に規定する保育士の数の算

定に当たつては、当該保育所型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学

療法士等を、1人に限り、保育士とみ

なすことができる。ただし、当該特

定理学療法士等が保育を行うに当た

つては、当該保育所型事業所内保育

事業所の保育士(北海道が認定地方

公共団体である場合には、保育士又
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は北海道の区域に係る地域限定保育

士をいい、次項において同じ。)によ

る支援を受けることができる体制を

確保しなければならならない。 

 ５ 前2項の規定により看護師等及び

特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保

育を行うに当たつて、当該保育所型

事業所内保育事業所の保育士(前項

ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。)による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければな

らない。 

(小規模型事業所内保育事業所の職

員) 

(小規模型事業所内保育事業所の職

員) 

第47条 （略） 第47条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模型事業所

内保育事業所に勤務する保健師又は

看護師を、1人に限り、保育士とみな

すことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定

に当たつては、当該小規模型事業所

内保育事業所に勤務する看護師等

を、1人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

 ４ 第2項に規定する保育士の数の算

定に当たつては、当該小規模型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学

療法士等を、1人に限り、保育士とみ

なすことができる。ただし、当該特

定理学療法士等が保育を行うに当た

つては、当該小規模型事業所内保育

事業所の保育士(北海道が認定地方

公共団体である場合には、保育士又

は北海道の区域に係る地域限定保育

士をいう。次項において同じ。)によ

る支援を受けることができる体制を

確保しなければならない。 

 ５ 前2項の規定により看護師等及び

特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保

育を行うに当たつて、当該小規模型

事業所内保育事業所の保育士(前項

ただし書の規定による支援を行う保

10



育士を除く。)による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければな

らない。 

(準用) (準用) 

第48条 第24条から第26条まで及び第

28条の規定は、小規模型事業所内保

育事業について準用する。この場合

において、第24条中「家庭的保育事

業を行う者(次条及び第26条におい

て「家庭的保育事業者」という。)」

とあるのは「第47条第1項に規定する

小規模型事業所内保育事業を行う者

(第48条において準用する次条及び

第26条において「小規模型事業所内

保育事業者」という。)」と、第25

条及び第26条中「家庭的保育事業者」

とあるのは「小規模型事業所内保育

事業者」と、第28条中「小規模保育

事業所A型」とあるのは「小規模型事

業所内保育事業所」と、同条第1号中

「調理設備」とあるのは「調理設備

(当該小規模型事業所内保育事業所

を設置し及び管理する事業主が事業

場に附属して設置する炊事場を含

む。第48条において準用する第4号に

おいて同じ。)」と、同条第4号中「次

号並びに第33条第4号及び第5号」と

あるのは「第48条において準用する

次号」と読み替えるものとする。 

第48条 第24条から第26条まで及び第

28条の規定は、小規模型事業所内保

育事業について準用する。この場合

において、第24条中「家庭的保育事

業を行う者(次条及び第26条におい

て「家庭的保育事業者」という。)」

とあるのは「小規模型事業所内保育

事業を行う者(第48条において準用

する次条及び第26条において「小規

模型事業所内保育事業者」という。)」

と、第25条及び第26条中「家庭的保

育事業者」とあるのは「小規模型事

業所内保育事業者」と、第28条中「小

規模保育事業所A型」とあるのは「小

規模型事業所内保育事業所」と、同

条第1号中「調理設備」とあるのは「調

理設備(当該小規模型事業所内保育

事業所を設置及び管理する事業主が

事業場に附属して設置する炊事場を

含む。第4号において同じ。)」とす

る。 

附 則 附 則 

(連携施設に関する経過措置) (連携施設に関する経過措置) 

第３条 家庭的保育事業者等(特例保

育所型事業所内保育事業者を除く。)

は、連携施設の確保が著しく困難で

あつて、子ども・子育て支援法第59

条第4号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると町が認める場合は、第6

条第1項の規定にかかわらず、令和1

2年3月31日までの間、連携施設の確

保をしないことができる。 

第３条 家庭的保育事業者等(満3歳以

上限定小規模保育事業者及び特例保

育所型事業所内保育事業者を除く。)

は、連携施設の確保が著しく困難で

あつて、子ども・子育て支援法第59

条第4号に規定する事業による支援

その他の必要な適切な支援を行うこ

とができると町が認める場合は、第6

条第1項の規定にかかわらず、令和1

2年3月31日までの間、連携施設の確

保をしないことができる。 
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附  則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

  ただし、第13条の規定は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による

児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和6年法律第69号）

の施行の日（令和8年12月25日）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、令和１０年３月３１日までの間、この条例による改正後

の福島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（次項

において「家庭的保育事業等基準条例」という。）第２９条第２項、第３１

条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定（満３歳以上満４歳に

満たない児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分

に限る。）は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の福

島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第

２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定（満３歳

以上満４歳に満たない児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数

に関する部分に限る。）は、この条例の施行の日以後においても、なおその

効力を有する。 

３ 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすお

それがあるときは、当分の間、家庭的保育事業等基準条例第２９条第２項、

第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定（満４歳以上の

児童に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）

は、適用しない。この場合において、この条例による改正前の福島町家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第２９条第２項、第３

１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定（満４歳以上の児童

に対し保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する部分に限る。）は、

この条例の施行の日以後においても、なおその効力を有する。 
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議案第１３号 

 

福島町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例 

 

 福島町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１４日提出 

福島町長  鳴海 清春    

 

   福島町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

   一部を改正する条例 

 

福島町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例(令和7

年福島町条例第31号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（新設） (児童対象性暴力等の防止) 

第13条の2 乳児等通園支援事業者は、

法第34条の16第4項において準用する

法第21条の5の18第4項の規定に基づ

き、児童対象性暴力等(学校設置者等

及び民間教育保育等事業者による児

童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律(令和6年法律第69号)

第2条第2項に規定する児童対象性暴

力等をいう。以下この条において同

じ。)を防止し、及び児童対象性暴力

等が行われた場合に利用乳幼児を適

切に保護するため、児童等対象業務従

事者(利用乳幼児と接する業務に従事

する者のうち、支配性、継続性及び閉

鎖性のある環境の下で当該利用乳幼

児に接するものをいう。)に係る犯罪

事実確認(同法第4条第1項に規定する

犯罪事実確認をいう。)その他の必要

な措置を講じなければならない。 

 

附  則 

 この条例は、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力

等の防止等のための措置に関する法律（令和6年法律第69号）の施行の日（令和

8年12月25日）から施行する。 
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議案第１４号 

 

福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

 

 福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１４日提出 

福島町長  鳴海 清春    

 

福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

 

福島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例(平成27年福島町条例第13号) の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

目次 目次 

第１章 （略） 第１章 （略) 

第２章 （略） 第２章 （略） 

第３章 （略） 第３章 （略） 

第１節・第２節 （略） 第１節・第２節 （略） 

第３節 特例地域型保育給付費に

関する基準(第51条・第5

2条) 

第３節 特例地域型保育給付費に

関する基準(第51条－第5

2条) 

第４章 （略） 第４章 （略） 

附則 附則 

(定義) (定義) 

第２条 （略） 第２条 （略） 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 小規模保育事業 児童福祉法

第6条の3第10項に規定する小規模

保育事業をいう。 

(６) 満3歳未満等小規模保育事業

 児童福祉法第6条の3第10項に規

定する小規模保育事業(同項第3号

に掲げる事業を除く。)をいう。 

 (６)の２ 満3歳以上限定小規模保

育事業 児童福祉法第6条の3第10

項に規定する小規模保育事業(同

項第3号に掲げる事業に限る。)を

いう。 

(７)～(11) （略） (７)～(11) （略） 
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 (11)の２ 教育認定子ども 法第27

条第1項に規定する教育認定子ど

もをいう。 

 (11)の３ 満3歳以上保育認定子ど

も 法第27条第1項に規定する満3

歳以上保育認定子どもをいう。 

 (11)の４ 保育認定子ども 法第29

条第2項に規定する保育認定子ど

もをいう。 

(12)～(29) （略） (12)～(29) （略） 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第1号に掲げる小学校就学

前子ども及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの総数が、

当該特定教育・保育施設の同号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係

る利用定員の総数を超える場合にお

いては、抽選、申込みを受けた順序

により決定する方法、当該特定教

育・保育施設の設置者の教育・保育

に関する理念、基本方針等に基づく

選考その他公正な方法により選考し

なければならない。 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第1号に掲げる小学校就学

前子ども及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している教育認定子ど

もの総数が、当該特定教育・保育施

設の同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数を超

える場合においては、抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、

当該特定教育・保育施設の設置者の

教育・保育に関する理念、基本方針

等に基づく選考その他公正な方法に

より選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第2号又は第3号に掲げる小

学校就学前子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同

条第2号又は第3号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの総数が、当該特定教

育・保育施設の同条第2号又は第3号

に掲げる小学校就学前子どもの区分

３ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、利用の申込みに係る

法第19条第2号又は第3号に掲げる小

学校就学前子ども及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している満3

歳以上保育認定子ども又は満3歳未

満保育認定子ども(特定満3歳以上保

育認定子どもを除く。)の総数が、当

該特定教育・保育施設の同条第2号又

は第3号に掲げる小学校就学前子ど
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に係る利用定員の総数を超える場合

においては、支給認定に基づき、保

育の必要の程度及び家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高い

と認められる教育・保育給付認定子

どもが優先的に利用できるよう、選

考するものとする。 

もの区分に係る利用定員の総数を超

える場合においては、支給認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要

性が高いと認められる教育・保育給

付認定子どもが優先的に利用できる

よう、選考するものとする。 

４ 前2項に規定する場合においては、

特定教育・保育施設は、これらの項

に規定する選考の方法をあらかじめ

教育・保育給付認定保護者に明示し

た上で、当該選考を行わなければな

らない。 

４ 前2項の特定教育・保育施設は、選

考方法又は前項に規定する選考の方

法をあらかじめ教育・保育給付認定

保護者に明示した上で、当該選考を

行わなければならない。 

５ （略） ５ （略） 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、法第19条第2号又は

第3号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ど

もに係る当該特定教育・保育施設の

利用について児童福祉法第24条第3

項(同法第73条第1項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。)の規

定により市町村が行う調整及び要請

に対し、できる限り協力しなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設(認定こども園

又は保育所に限る。以下この項にお

いて同じ。)は、保育認定子どもに係

る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第24条第3項(同法

附則第73条第1項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。)の規定

により市町村が行う調整及び要請に

対し、できる限り協力しなければな

らない。 

(教育・保育給付認定の申請に係る援

助) 

(教育・保育給付認定の申請に係る援

助) 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・

保育給付認定を受けていない保護者

から利用の申込みがあつた場合は、

当該保護者の意思を踏まえて速やか

に当該申請が行われるよう必要な援

助を行わなければならない。 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・

保育給付認定を受けていない保護者

から利用の申込みがあつた場合は、

当該保護者の意思を踏まえて速やか

に教育・保育給付認定の申請が行わ

れるよう必要な援助を行わなければ

ならない。 

２ （略） ２ （略） 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第13条 （略） 第13条 （略） 
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２・３ （略） ２・３ （略） 

４ （略） ４ （略） 

(１)・(２)・（３） （略） (１)・(２)・（３） （略） 

ア （略） ア （略） 

(ア) 法第19条第1号に掲げる

小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども

 7万7,101円 

(ア) 教育認定子ども 7万7,1

01円 

(イ) 法第19条第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども

(特定満3歳以上保育認定子ど

もを除く。イ(イ)において同

じ。) 5万7,700円(令第4条第

2項第6号に規定する特定教

育・保育給付認定保護者にあ

つては、7万7,101円) 

(イ) 満3歳以上保育認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子

どもを除く。イ(イ)において

同じ。) 5万7,700円(令第4

条第2項第6号に規定する特定

教育・保育給付認定保護者に

あつては、7万7,101円) 

イ （略） イ （略） 

(ア) 法第19条第1号に掲げる

小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども

 負担額算定基準子ども又は

小学校第三学年終了前子ども

(そのうち最年長者及び2番目

の年長者である者を除く。)

である者 

(ア) 教育認定子ども 負担額

算定基準子ども又は小学校第

三学年終了前子ども(そのう

ち最年長者及び2番目の年長

者である者を除く。)である者 

(イ) 法第19条第2号に掲げる

小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども

 負担額算定基準子ども(そ

のうち最年長者及び2番目の

年長者である者を除く。)であ

る者 

(イ) 満3歳以上保育認定子ど

も 負担額算定基準子ども

(そのうち最年長者及び2番目

の年長者である者を除く。)

である者 

ウ （略） ウ （略） 

(４)・(５) （略） (４)・(５) （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

(運営規程) (運営規程) 

第20条 （略） 第20条 （略） 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 特定教育・保育施設の利用の (７) 特定教育・保育施設の利用の
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開始及び終了に関する事項並びに

特定教育・保育施設の利用に当た

つての留意事項(第6条第2項及び

第3項に規定する選考の方法を含

む。) 

開始及び終了に関する事項並びに

特定教育・保育施設の利用に当た

つての留意事項(第6条第2項に規

定する選考方法及び同条第3項に

規定する選考の方法を含む。) 

(８)～(11) （略） (８)～(11) （略） 

(虐待等の禁止) (虐待等の禁止) 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、

教育・保育給付認定子どもに対し、

児童福祉法第33条の10第1項各号(幼

保連携型認定こども園である特定教

育・保育施設の職員にあつては、認

定こども園法第27条の2第1項各号、

幼稚園である特定教育・保育施設の

職員にあつては、学校教育法第28条

第2項において準用する認定こども

園法第27条の2第1項各号)に掲げる

行為その他当該教育・保育給付認定

子どもの心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

第25条 特定教育・保育施設の職員は、

教育・保育給付認定子どもに対し、

児童福祉法第33条の10第1項各号(幼

保連携型認定こども園である特定教

育・保育施設の職員にあつては、認

定こども園法第27条の2第1項各号、

学校教育法第1条に規定する幼稚園

である特定教育・保育施設の職員に

あつては、同法第28条第2項において

準用する認定こども園法第27条の2

第1項各号)に掲げる行為その他当該

教育・保育給付認定子どもの心身に

有害な影響を与える行為をしてはな

らない。 

(利益供与等の禁止) (利益供与等の禁止) 

第29条 特定教育・保育施設は、利

用者支援事業(法第59条第1号に規定

する事業をいう。)その他の地域子ど

も・子育て支援事業を行う者(次項に

おいて「利用者支援事業者等」とい

う。)、教育・保育施設(法第7条第4

項に規定する教育・保育施設をいう。

次項において同じ。)若しくは地域型

保育(同条第5項に規定する地域型保

育をいう。次項及び第39条第4項にお

いて同じ。)を行う者等又はその職員

に対し、小学校就学前子ども又はそ

の家族に対して当該特定教育・保育

施設を紹介することの対償として、

金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

第29条 特定教育・保育施設は、利

用者支援事業(法第59条第1号に規定

する事業をいう。)その他の地域子ど

も・子育て支援事業を行う者(次項に

おいて「利用者支援事業者等」とい

う。)、教育・保育施設(法第7条第4

項に規定する教育・保育施設をいう。

次項において同じ。)若しくは地域型

保育(同条第5項に規定する地域型保

育をいう。次項及び第39条第5項にお

いて同じ。)を行う者等又はその職員

に対し、小学校就学前子ども又はそ

の家族に対して当該特定教育・保育

施設を紹介することの対償として、

金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

２ （略） ２ （略） 

(特別利用保育の基準) (特別利用保育の基準) 

第35条 特定教育・保育施設(保育所に 第35条 特定教育・保育施設(保育所に
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限る。以下この条において同じ。)

が法第19条第1号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに対し特別利用保育を

提供する場合には、法第34条第1項第

3号に規定する基準を遵守しなけれ

ばならない。 

限る。以下この条において同じ。)

が教育認定こどもに対し特別利用保

育を提供する場合には、法第34条第1

項第3号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、当該特別利用保育に係る法

第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同条第2号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数

が、第4条第2項第3号の規定により定

められた法第19条第2号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員の

総数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、当該特別利用保育に係る教

育認定子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している満3歳以

上保育認定子どもの総数が、第4条第

2項第3号の規定により定められた法

第19条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超え

ないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用保育を、施設型給付費には特例施

設型給付費(法第28条第1項の特例施

設型給付費をいう。次条第3項におい

て同じ。)を、それぞれ含むものとし

て、前節(第6条第3項及び第7条第2

項を除く。)の規定を適用する。この

場合において、第6条第2項中「特定

教育・保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同

じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「同号又

は同条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」と、第13条第2項中「法第

27条第3項第1号に掲げる額」とある

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用保育を、施設型給付費には特例施

設型給付費(法第28条第1項の特例施

設型給付費をいう。次条第3項におい

て同じ。)を、それぞれ含むものとし

て、前節(第6条第3項及び第7条第2

項を除く。)の規定を適用する。この

場合において、第6条第2項中「特定

教育・保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同

じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「教育認定子ども」とあ

るのは「教育認定子ども又は満3歳以

上保育認定子ども」と、「同号」と

あるのは「同条第2号」と、第13条第

2項中「法第27条第3項第1号に掲げる

額」とあるのは「法第28条第2項第2

号の内閣総理大臣が定める基準によ
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のは「法第28条第2項第2号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した

費用の額」と、同条第4項第3号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ど

も(特別利用保育を受ける者を除

く。)」と、同号イ(イ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用保

育を受ける者を含む。)」とする。 

り算定した費用の額」と、同条第4

項第3号イ(ア)中「教育認定子ども」

とあるのは「教育認定子ども(特別利

用保育を受ける者を除く。)」と、同

号イ(イ)中「満3歳以上保育認定子ど

も」とあるのは「満3歳以上保育認定

子ども(特別利用保育を受ける者を

含む。)」とする。 

(特別利用教育の基準) (特別利用教育の基準) 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に

限る。以下この条において同じ。)

が法第19条第2号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに対し、特別利用教育

を提供する場合には、法第34条第1

項第2号に規定する基準を遵守しな

ければならない。 

第36条 特定教育・保育施設(幼稚園に

限る。以下この条において同じ。)

が満3歳以上保育認定子どもに対し、

特別利用教育を提供する場合には、

法第34条第1項第2号に規定する基準

を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、当該特別利用教育に係る法

第19条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもの数及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同条第1

号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの

総数が、第4条第2項第2号の規定によ

り定められた法第19条第1号に掲げ

る小学校就学前子どもに係る利用定

員の総数を超えないものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、当該特別利用教育に係る満3

歳以上保育認定子ども及び当該特定

教育・保育施設を現に利用している

教育認定子どもの総数が、第4条第2

項第2号の規定により定められた法

第19条第1号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の総数を超え

ないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用教育を、施設型給付費には特例施

設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前節(第6条第3項及び第7条第2

項を除く。)の規定を適用する。この

場合において、第6条第2項中「特定

教育・保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同

３ 特定教育・保育施設が、第1項の規

定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利

用教育を、施設型給付費には特例施

設型給付費を、それぞれ含むものと

して、前節(第6条第3項及び第7条第2

項を除く。)の規定を適用する。この

場合において、第6条第2項中「特定

教育・保育施設(認定こども園又は幼

稚園に限る。以下この項において同
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じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「利用の申込みに係る法

第19条第1号に掲げる小学校就学前

子ども数」とあるのは「利用の申込

みに係る法第19条第2号に掲げる小

学校就学前子ども数」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数」

とあるのは「同条第1号又は第2号に

掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもの総数」

と、「同号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数」

とあるのは「同条第1号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数」と、第13条第2項中「法第

27条第3項第1号に掲げる額」とある

のは「法第28条第2項第3号の内閣総

理大臣が定める基準により算出した

費用の額」と同条第4項第3号イ(ア)

中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ど

も(特別利用教育を受ける者を含

む。)」と、同号イ(イ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども(特別利用教

育を受ける者を除く。)」とする。 

じ。)」とあるのは「特定教育・保育

施設(特別利用教育を提供している

施設に限る。以下この項において同

じ。)」と、「利用の申込みに係る法

第19条第1号に掲げる小学校就学前

子ども数」とあるのは「利用の申込

みに係る法第19条第2号に掲げる小

学校就学前子ども数」と、「教育認

定子どもの総数」とあるのは「教育

認定子ども又は満3歳以上保育認定

子どもの総数」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数」とあるのは「同条第1

号に掲げる小学校就学前子どもの区

分に係る利用定員の総数」と、第13

条第2項中「法第27条第3項第1号に掲

げる額」とあるのは「法第28条第2

項第3号の内閣総理大臣が定める基

準により算出した費用の額」と同条

第4項第3号イ（ア）中「教育認定子

ども」とあるのは「教育認定子ども

(特別利用教育を受ける者を含む。)」

と、同号イ（イ）中「満3歳以上保育

認定子ども」とあるのは「満3歳以上

保育認定子ども(特別利用教育を受

ける者を除く。)」とする。 

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第28条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42

条第3項において同じ。)及び小規模

保育事業B型(同令第31条に規定する

小規模保育事業B型をいう。第42条第

第37条 特定地域型保育事業(事業所

内保育事業を除く。)の利用定員(法

第29条第1項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。)の数は、家庭的保育事業にあつ

ては1人以上5人以下とし、小規模保

育事業A型(家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準(平成26年厚

生労働省令第61号)第27条に規定す

る小規模保育事業A型をいう。第42

条第3項において同じ。)及び小規模

保育事業B型(同令第27条に規定する

小規模保育事業B型をいう。第42条第
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3項において同じ。)にあつては6人以

上19人以下とし、小規模保育事業C

型(同令第33条に規定する小規模保

育事業C型をいう。附則第4条におい

て同じ。)にあつては6人以上10人以

下、居宅訪問型保育事業にあつては1

人とする。 

3項において同じ。)にあつては6人以

上19人以下とし、小規模保育事業C

型(同令第27条に規定する小規模保

育事業C型をいう。附則第4条におい

て同じ。)にあつては6人以上10人以

下、居宅訪問型保育事業にあつては1

人とする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育の種類及び当該特定地域型

保育の種類に係る特定地域型保育事

業を行う事業所(以下「特定地域型保

育事業所」という。)ごとに、法第1

9条第3号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る利用定員(事業所内保育事

業を行う事業所にあつては、家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する

基準第42条の規定を踏まえ、その雇

用する労働者の監護する小学校就学

前子どもを保育するため当該事業所

内保育事業を自ら施設を設置して行

う事業主に係る当該小学校就学前子

ども(当該事業所内保育事業が、事業

主団体に係るものにあつては事業主

団体の構成員である事業主の雇用す

る労働者の監護する小学校就学前子

どもとし、共済組合等(児童福祉法第

6条の3第12項第1号ハに規定する共

済組合等をいう。)に係るものにあつ

ては共済組合等の構成員(同号ハに

規定する共済組合等の構成員をい

う。)の監護する小学校就学前子ども

とする。)及びその他の小学校就学前

子どもごとに定める法第19条第3号

に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員とする。)を、満1歳に満た

ない小学校就学前子どもと満1歳以

上の小学校就学前子どもに区分して

定めるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者(満3歳以上

限定小規模保育事業者(満3歳以上限

定小規模保育事業を行う者をいう。

以下同じ。)を除く。)は、次の各号

に掲げる地域型保育事業の区分に応

じ、当該地域型保育事業を行う事業

所ごとに、当該各号に定める利用定

員を、満1歳に満たない小学校就学前

子どもと満1歳以上の小学校就学前

子どもとに区分して定めるものとす

る。 

 (１) 家庭的保育事業、満3歳未満等

小規模保育事業及び居宅訪問型保

育事業 法第19条第3号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員 
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 (２) 事業所内保育事業 法第43条

第3項に規定する労働者等監護満3

歳未満小学校就学前子どもに係る

利用定員及びその他の法第19条第

3号に掲げる小学校就学前子ども

に係る利用定員 

 ３ 特定地域型保育事業者(満3歳以上

限定小規模保育事業者に限る。)は、

満3歳以上限定小規模保育事業を行

う事業所ごとに、法第19条第2号に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用

定員を定めるものとする。 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

(正当な理由のない提供拒否の禁止

等) 

第39条 （略） 第39条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の

申込みに係る法第19条第3号に掲げ

る小学校就学前子ども及び特定地域

型保育事業所を現に利用している満

3歳未満保育認定子ども(特定満3歳

以上保育認定子どもを除く。以下こ

の節において同じ。)の総数が、当該

特定地域型保育事業所の同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合におい

ては、支給認定に基づき、保育の必

要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満3歳未満保育認定子ども

が優先的に利用できるよう、選考す

るものとする。 

２ 特定地域型保育事業者(満3歳以上

限定小規模保育事業者を除く。)は、

利用の申込みに係る法第19条第3号

に掲げる小学校就学前子ども及び特

定地域型保育事業所を現に利用して

いる満3歳未満保育認定子ども(特定

満3歳以上保育認定子どもを除く。以

下この節(第43条第1項を除く。)にお

いて同じ。)の総数が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数を超える場合においては、支

給認定に基づき、保育の必要の程度

及び家族等の状況を勘案し、保育を

受ける必要性が高いと認められる満

3歳未満保育認定子どもが優先的に

利用できるよう、選考するものとす

る。 

 ３ 特定地域型保育事業者(満3歳以上

限定小規模保育事業者に限る。)は、

利用の申込みに係る法第19条第2号

に掲げる小学校就学前子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用

している満3歳以上保育認定子ども

の総数が、当該特定地域型保育事業

所の同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数を超
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える場合においては、法第20条第4

項の規定による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満3歳以上保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

３ 前項に規定する場合においては、

特定地域型保育事業者は、同項に規

定する選考の方法をあらかじめ教

育・保育給付認定保護者に明示した

上で、当該選考を行わなければなら

ない。 

４ 前2項の特定地域型保育事業者は、

前2項に規定する選考の方法をあら

かじめ教育・保育給付認定保護者に

明示した上で、当該選考を行わなけ

ればならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型

保育の提供体制の確保が困難である

場合その他利用申込者に係る満3歳

未満保育認定子どもに対し自ら適切

な教育・保育を提供することが困難

である場合は、第42条に規定する連

携施設その他の適切な特定教育・保

育施設又は特定地域型保育事業を紹

介する等の適切な措置を速やかに講

じなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、地域型

保育の提供体制の確保が困難である

場合その他利用申込者に係る保育認

定子どもに対し自ら適切な教育・保

育を提供することが困難である場合

は、第42条に規定する連携施設その

他の適切な特定教育・保育施設又は

特定地域型保育事業を紹介する等の

適切な措置を速やかに講じなければ

ならない。 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

(あつせん、調整及び要請に対する協

力) 

第40条 （略） 第40条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、満3歳未

満保育認定子どもに係る特定地域型

保育事業の利用について児童福祉法

第24条第3項(同法第73条第1項の規

定により読み替えて適用する場合を

含む。)の規定により市町村が行う調

整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認

定子どもに係る特定地域型保育事業

の利用について児童福祉法第24条第

3項(同法附則第73条第1項の規定に

より読み替えて適用する場合を含

む。)の規定により市町村が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力し

なければならない。 

(心身の状況等の把握) (心身の状況等の把握) 

第41条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育の提供に当たつては、

満3歳未満保育認定子どもの心身の

状況、その置かれている環境、他の

特定教育・保育施設等の利用状況等

の把握に努めなければならない。 

第41条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育の提供に当たつては、

保育認定子どもの心身の状況、その

置かれている環境、他の特定教育・

保育施設等の利用状況等の把握に努

めなければならない。 
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(特定教育・保育施設等との連携) (特定教育・保育施設等との連携) 

第42条 （略） 第42条 （略） 

(１) 特定地域型保育の提供を受け

ている満3歳未満保育認定子ども

に集団保育を体験させるための機

会の設定、特定地域型保育の適切

な提供に必要な特定地域型保育事

業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援(次項に

おいて「保育内容支援」という。)

を実施すること。 

(１) 特定地域型保育の提供を受け

ている保育認定子どもに集団保育

を体験させるための機会の設定、

特定地域型保育の適切な提供に必

要な特定地域型保育事業者に対す

る相談、助言その他の保育の内容

に関する支援(次項において「保育

内容支援」という。)を実施するこ

と。 

(２) （略） (２) （略） 

(３) 当該特定地域型保育事業者に

より特定地域型保育の提供を受け

ていた満3歳未満保育認定子ども

(事業所内保育事業を利用する満3

歳未満保育認定子どもにあつて

は、第37条第2項に規定するその他

の小学校就学前子どもに限る。以

下この号及び第6項第1号において

同じ。)を、当該特定地域型保育の

提供の終了に際して、当該満3歳未

満保育認定子どもに係る教育・保

育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育・保育を提供す

ること。 

(３) 当該特定地域型保育事業者

(満3歳以上限定小規模保育事業を

除く。第6項、第7項、第11項及び

第12項において同じ。)により特定

地域型保育(満3歳以上限定小規模

保育を除く。第6項、第7項及び第1

2項において同じ。)の提供を受け

ていた満3歳未満保育認定子ども

(事業所内保育事業を利用する満3

歳未満保育認定子どもにあつて

は、第37条第2項に規定するその他

の法第19条第3号に掲げる小学校

就学前子どもに限る。)を、当該特

定地域型保育の提供の終了に際し

て、当該満3歳未満保育認定子ども

に係る教育・保育給付認定保護者

の希望に基づき、引き続き当該連

携施設において受け入れて教育・

保育を提供すること。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 前項の場合において、特定地域型

保育事業者は、児童福祉法第59条第1

項に規定する施設のうち、次に掲げ

るもの(入所定員が20人以上のもの

に限る。)であつて、町長が適当と認

めるものを第1項第3号に掲げる事項

に係る連携協力を行う者として適切

に確保しなければならない。 

７ 前項の場合において、特定地域型

保育事業者は、児童福祉法第59条第1

項に規定する施設のうち、次に掲げ

るもの(入所定員が20人以上のもの

に限る。)又は満3歳以上限定小規模

保育事業を行う事業所であつて、町

長が適当と認めるものを第1項第3号

に掲げる事項に係る連携協力を行う

者として適切に確保しなければなら

ない。 
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(１)・(２) （略） (１)・(２) （略） 

 ８ 特定地域型保育事業者(満3歳以上

限定小規模保育事業者に限る。)は、

第1項本文の規定にかかわらず、連携

施設の確保に当たつて、同項第3号に

係る連携協力を求めることを要しな

い。 

８ （略） ９ （略） 

９ （略） 10 （略） 

10 （略） 11 （略） 

11 （略） 12 （略） 

(利用者負担額等の受領) (利用者負担額等の受領) 

第43条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育を提供した際は、教

育・保育給付認定保護者から当該特

定地域型保育に係る利用者負担額

(法第29条第3項第2号に掲げる額を

いう。)の支払を受けるものとする。 

第43条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育を提供した際は、教

育・保育給付認定保護者(満3歳未満

保育認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者に限る。)から当該特定

地域型保育に係る利用者負担額(法

第29条第3項第2号に掲げる額をい

う。)の支払を受けるものとする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

(運営規程) (運営規程) 

第46条 （略） 第46条 （略） 

(１)～(６) （略） (１)～(６) （略） 

(７) 特定地域型保育事業の利用の

開始及び終了に関する事項並びに

特定地域型保育事業の利用に当た

つての留意事項(第39条第2項に規

定する選考の方法を含む。) 

(７) 特定地域型保育事業の利用の

開始及び終了に関する事項並びに

特定地域型保育事業の利用に当た

つての留意事項(第39条第2項及び

第3項に規定する選考の方法を含

む。) 

(８)～(11) （略） (８)～(11) （略） 

(勤務体制の確保等) (勤務体制の確保等) 

第47条 特定地域型保育事業者は、満3

歳未満保育認定子どもに対し、適切

な特定地域型保育を提供することが

できるよう、特定地域型保育事業所

ごとに職員の勤務の体制を定めてお

かなければならない。 

第47条 特定地域型保育事業者は、保

育認定子どもに対し、適切な特定地

域型保育を提供することができるよ

う、特定地域型保育事業所ごとに職

員の勤務の体制を定めておかなけれ

ばならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育事業所ごとに、当該特定地

２ 特定地域型保育事業者は、特定地

域型保育事業所ごとに、当該特定地
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域型保育事業所の職員によつて特定

地域型保育を提供しなければならな

い。ただし、満3歳未満保育認定子ど

もに対する特定地域型保育の提供に

直接影響を及ぼさない業務について

は、この限りでない。 

域型保育事業所の職員によつて特定

地域型保育を提供しなければならな

い。ただし、保育認定子どもに対す

る特定地域型保育の提供に直接影響

を及ぼさない業務については、この

限りでない。 

３ （略） ３ （略） 

(記録の整備) (記録の整備) 

第49条 （略） 第49条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、満3歳未

満保育認定子どもに対する特定地域

型保育の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から5年間

保存しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認

定子どもに対する特定地域型保育の

提供に関する次に掲げる記録を整備

し、その完結の日から5年間保存しな

ければならない。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(準用) (準用) 

第50条 第8条から第14条まで(第10条

及び第13条を除く。)、第17条から第

19条まで及び第23条から第33条まで

の規定は、特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域

型保育について準用する。この場合

において、第11条中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(満3歳未満保育

認定子どもに限り、特定満3歳以上保

育認定子どもを除く。以下この節に

おいて同じ。)について」と、第12

条の見出し中「教育・保育」とある

のは「地域型保育」と、第14条の見

出し中「施設型給付費」とあるのは

「地域型保育給付費」と、同条第1

項中「施設型給付費(法第27条第1項

に規定する地域型給付費をいう以

下」とあるのは「地域型保育給付費

(法第29条第1項に規定する地域型保

育給付費をいう。以下この項及び第1

9条において」と、「施設型給付費の」

とあるのは「地域型保育給付費の」

と、同条第2項中「特定教育・保育提

供証明書」とあるのは「特定地域型

第50条 第8条から第14条まで(第10条

及び第13条を除く。)、第17条から第

19条まで及び第23条から第33条まで

の規定は、特定地域型保育事業者、

特定地域型保育事業所及び特定地域

型保育について準用する。この場合

において、第11条中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども(教育認定子ど

もを除く。以下この節において同

じ。)について」と、第14条第1項中

「施設型給付費(法第27条第1項に規

定する地域型給付費をいう以下」と

あるのは「地域型保育給付費(法第2

9条第1項に規定する地域型保育給付

費をいう。以下この項及び第19条に

おいて」と、「施設型給付費の」と

あるのは「地域型保育給付費の」と、

同条第2項中「特定教育・保育提供証

明書」とあるのは「特定地域型保育

提供証明書」と、第19条中「施設型

給付費」とあるのは「地域型保育給

付費」と、第25条中「各号(幼保連携

型認定こども園である特定教育・保

育施設の職員にあつては、認定こど
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保育提供証明書」と、第19条中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保

育給付費」と読み替えるものとする。 

も園法第27条の2第1項各号、学校教

育法第1条に規定する幼稚園である

特定教育・保育施設の職員にあつて

は、同法第28条第2項において準用す

る認定こども園法第27条の2第1項各

号)」とあるのは「各号」と読み替え

るものとする。 

(特別利用地域型保育の基準) (特別利用地域型保育の基準) 

第51条 特定地域型保育事業者が法第

19条第1号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに対し特別利用地域型保育を

提供する場合には、法第46条第1項に

規定する地域型保育事業の認可基準

を遵守しなければならない。 

第51条 特定地域型保育事業者(満3歳

以上限定小規模保育事業者を除く。

以下この条において同じ。)が教育認

定子どもに対し特別利用地域型保育

を提供する場合には、法第46条第1

項に規定する地域型保育事業の認可

基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域

型保育に係る法第19条第1号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び特

定地域型保育事業所を現に利用して

いる満3歳未満保育認定子ども(次条

第1項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあつては、当

該特定利用地域型保育の対象となる

法第19条第2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもを含む。)の総数が、第3

7条第2項の規定により定められた利

用定員の総数を超えないものとす

る。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域

型保育に係る教育認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用

している満3歳未満保育認定子ども

(第52条第1項の規定により特定利用

地域型保育を提供する場合にあつて

は、当該特定利用地域型保育の対象

となる満3歳以上保育認定子どもを

含む。)の総数が、第37条第2項の規

定により定められた利用定員の総数

を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特別利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

(法第30条第1項の特例地域型保育給

付費をいう。次条第3項において同

じ。)を、それぞれ含むものとして、

この節(第40条第2項を除き、前条に

おいて準用する第8条から第14条ま

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特別利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

(法第30条第1項の特例地域型保育給

付費をいう。次条第3項及び第52条第

3項において同じ。)を、それぞれ含

むものとして、この節(第37条第3項、

第39条第3項及び第40条第2項を除
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で(第10条及び第13条を除く。)、第1

7条から第19条まで及び第23条から

第33条までを含む。次条第3項におい

て同じ。)の規定を適用する。この場

合において、第39条第2項中「利用の

申込みに係る法第19条第3号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とある

のは「利用の申込みに係る法第19条

第1号に掲げる小学校就学前子ども

の数」と、「満3歳未満保育認定子ど

も(特定満3歳以上保育認定子どもを

除く。以下この節において同じ。)」

とあるのは「同号又は同条第3号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども(第52条第

1項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合にあつては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法

第19条第2号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもを含む。)」と、「同号」と

あるのは「同条第3号」と、「教育・

保育給付による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘

案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満3歳未満保育認定子ど

もが優先的に利用できるよう、」と

あるのは「抽選、申込みを受けた順

序により決定する方法、当該特定地

域型保育事業者の保育に関する理

念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法により」と、第43条第1

項中「教育・保育給付認定保護者」

とあるのは「教育保育給付認定保護

者(特別利用地域型保育の対象とな

る法第19条第1号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者を除く。)」と、同条第2

項中「法第29条第3項第1号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第2項第2

号の内閣総理大臣が定める基準によ

き、前条において準用する第8条から

第14条まで(第10条及び第13条を除

く。)、第17条から第19条まで及び第

23条から第33条までを含む。第52条

第3項において同じ。)の規定を適用

する。この場合において、第39条第2

項中「利用の申込みに係る法第19条

第3号に掲げる小学校就学前子ども

の数」とあるのは「利用の申込みに

係る法第19条第1号に掲げる小学校

就学前子どもの数」と、「満3歳未満

保育認定子ども(特定満3歳以上保育

認定子どもを除く。以下この節(第4

3条第1項を除く。)において同じ。)」

とあるのは「教育認定子ども及び満3

歳未満保育認定子ども(特定満3歳以

上保育認定子どもを除き、第52条第1

項の規定により特定利用地域型保育

を提供する場合にあつては、当該特

定利用地域型保育の対象となる満3

歳以上保育認定子どもを含む。)」と、

「同号」とあるのは「同条第3号」と、

「教育・保育給付による認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の

状況を勘案し、保育を受ける必要性

が高いと認められる満3歳未満保育

認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当

該特定地域型保育事業者の保育に関

する理念、基本方針等に基づく選考

その他公正な方法により」と、第43

条第1項中「教育・保育給付認定保護

者(満3歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者に限る。)」

とあるのは「教育保育給付認定保護

者(特別利用地域型保育の対象とな

る教育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者を除く。)」と、同条

第2項中「法第29条第3項第1号に掲げ

る額」とあるのは「法第30条第2項第

2号の内閣総理大臣が定める基準に
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り算定した費用の額」と、同条第3

項中「前2項」とあるのは「前項」と、

同条第4項中「前3項」とあるのは「前

2項」と、「掲げる費用」とあるのは

「掲げる費用及び食事の提供(第13

条第4項第3号ア又はイに掲げるもの

を除く。)に要する費用」と、同条第

5項中「前各項」とあるのは「前3項」

とする。 

より算定した費用の額」と、同条第3

項中「前2項」とあるのは「前項」と、

同条第4項中「前3項」とあるのは「前

2項」と、「掲げる費用」とあるのは

「掲げる費用及び食事の提供(第13

条第4項第3号ア又はイに掲げるもの

を除く。)に要する費用」と、同条第

5項中「前各項」とあるのは「前3項」

とする。 

 第51条の２ 特定地域型保育事業者

(満3歳以上限定小規模保育事業者に

限る。以下この条において同じ。)

が教育認定子どもに対し特別利用地

域型保育を提供する場合には、法第4

6条第1項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならな

い。 

２ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域

型保育に係る教育認定子ども及び特

定地域型保育事業所を現に利用して

いる満3歳以上保育認定子どもの総

数が、第37条第3項の規定により定め

られた利用定員の数を超えないもの

とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特別利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この

節(第37条第2項、第39条第2項及び第

40条第2項を除き、第50条において準

用する第8条から第14条まで(第10条

及び第13条を除く。)、第17条から第

19条まで及び第23条から第33条まで

を含む。)の規定を適用する。この場

合において、第39条第3項中「第19

条第2号」とあるのは「第19条第1号」

と、「満3歳以上保育認定子ども」と

あるのは「教育認定子ども又は満3
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歳以上保育認定子ども」と、「同号」

とあるのは「法第19条第2号」と、「法

第20条第4項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要

性が高いと認められる満3歳以上保

育認定子どもが優先的に利用できる

よう、」とあるのは「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、

当該特定地域型保育事業者の保育に

関する理念、基本方針等に基づく選

考その他公正な方法により」と、第4

3条第1項中「教育・保育給付認定保

護者(満3歳未満保育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者に限

る。)」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者(特別利用地域型保育の

対象となる教育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者を除く。)」

と、同条第2項中「法第29条第3項第1

号に掲げる額」とあるのは「法第30

条第2項第2号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、

同条第3項中「前2項」とあるのは「前

項」と、同条第4項中「前3項」とあ

るのは「前2項」と、「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の

提供(第13条第4項第3号イ又はロに

掲げるものを除く。)に要する費用」

と、同条第5項中「前4項」とあるの

は「前3項」とする。 

(特定利用地域型保育の基準) (特定利用地域型保育の基準) 

第52条 特定地域型保育事業者が法第

19条第2号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに対し特定利用地域型保育を

提供する場合には、法第46条第1項に

規定する地域型保育事業の認可基準

を遵守しなければならない。 

第52条 特定地域型保育事業者(満3歳

以上限定小規模保育事業者を除く。

以下この条において同じ。)が満3歳

以上保育認定子どもに対し特定利用

地域型保育を提供する場合には、法

第46条第1項に規定する地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければな

らない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特定利用地域型保育を提

２ 特定地域型保育事業者が、前項の

規定により特定利用地域型保育を提
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供する場合には、当該特定利用地域

型保育に係る法第19条第2号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもの数及び特

定地域型保育事業所を現に利用して

いる同条第3号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども(前条第1項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合

にあつては、当該特別利用地域型保

育の対象となる法第19条第1号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。)

の総数が、第37条第2項の規定により

定められた利用定員の総数を超えな

いものとする。 

供する場合には、当該特定利用地域

型保育に係る満3歳以上保育認定子

ども及び特定地域型保育事業所を現

に利用している満3歳未満保育認定

子ども(第51条第1項の規定により特

別利用地域型保育を提供する場合に

あつては、当該特別利用地域型保育

の対象となる教育認定子どもを含

む。)の総数が、第37条第2項の規定

により定められた利用定員の総数を

超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特定利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この

節の規定を適用する。この場合にお

いて、第43条第1項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者(特定利用地域

型保育の対象となる法第19条第2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども(特定

満3歳以上保育認定子どもに限る。)

に係る教育・保育給付認定保護者に

限る。)」と、同条第2項中「法第29

条第3項第1号に掲げる額」とあるの

は「法第30条第2項第3号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第4項中「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供(特定利用地域型保育の対

象となる特定満3歳以上保育認定子

どもに対するもの及び満3歳以上保

育認定子ども(令第4条第1項第2号に

規定する満3歳以上保育認定子ども

３ 特定地域型保育事業者が、第1項の

規定により特定利用地域型保育を提

供する場合には、特定地域型保育に

は特定利用地域型保育を、地域型保

育給付費には特例地域型保育給付費

を、それぞれ含むものとして、この

節の規定を適用する。この場合にお

いて、第43条第1項中「教育・保育給

付認定保護者(満3歳未満保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護

者に限る。)」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者(特定利用地域型

保育の対象となる満3歳以上保育認

定子ども(特定満3歳以上保育認定子

どもに限る。)に係る教育・保育給付

認定保護者に限る。)」と、同条第2

項中「法第29条第3項第1号に掲げる

額」とあるのは「法第30条第2項第3

号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第4

項中「掲げる費用」とあるのは「掲

げる費用及び食事の提供(特定利用

地域型保育の対象となる特定満3歳

以上保育認定子どもに対するもの及

び満3歳以上保育認定子ども(特定満

3歳以上保育認定子どもを除く。)に
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をいう。)に係る第13条第4項第3号ア

又はイに掲げるものを除く。)に要す

る費用」とする。 

係る第13条第4項第3号ア又はイに掲

げるものを除く。)に要する費用」と

する。 

 

附  則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１５号 

 

第６次福島町総合計画の変更について 

 

第６次福島町総合計画を変更したいので、福島町議会基本条例第１１条の規

定に基づき議会の議決を求める。 

 

 

令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

 

１ 第６次福島町総合計画（令和８年度９月改訂版） 

前期実施計画（Ｒ６～Ｒ９）・展望計画 
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0
国

庫
支

出
金

4
,
2
0
0

0
0

4
,
2
0
0

0
0

道
支

出
金

0
0

0
0

0
0

道
支

出
金

0
0

0
0

0
0

町
負

担
金

0
0

0
0

0
0

町
負

担
金

0
0

0
0

0
0

地
方

債
5
8
,
0
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

0
地

方
債

5
3
,
7
0
0

1
4
,
5
0
0

1
4
,
5
0
0

1
0
,
2
0
0

1
4
,
5
0
0

0

そ
の

他
2
0
,
8
0
0

2
0
,
8
0
0

0
0

0
0

そ
の

他
2
0
,
8
0
0

2
0
,
8
0
0

0
0

0
0

一
般

財
源

1
4
,
4
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

一
般

財
源

1
4
,
5
0
0

3
,
6
0
0

3
,
6
0
0

3
,
7
0
0

3
,
6
0
0

1
4
,
4
0
0

事
業

費
9
3
,
2
0
0

3
8
,
9
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
4
,
4
0
0

事
業

費
9
3
,
2
0
0

3
8
,
9
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
8
,
1
0
0

1
4
,
4
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

総
括

表
（

事
業

主
体

別
内

訳
）

総
括

表
（

事
業

主
体

別
内

訳
）

件
数

総
事

業
費

総
事

業
費

（
単

位
：

千
円

）
（

単
位

：
千

円
）

展
望

計
画

年
　

度
　

別
　

内
　

訳
展

望
計

画
事

 
業

 
主

 
体

 
別

 
内

 
訳

件
数

事
 
業

 
主

 
体

 
別

 
内

 
訳

そ
の

他

1
0
6

9 5

一
部

事
務

組
合

そ
の

他

町
町

1

一
部

事
務

組
合

道
2

0
道

1
5

1
0
9

9

年
　

度
　

別
　

内
　

訳

5
4 2

5
4 2

2
0
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4
頁

4
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

水
産

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

水
産

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

0
0

1
2
,
6
0
0

0

5
頁

5
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

農
林

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

農
林

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

0
1
,
3
0
0

1
3
,
3
0
0

0
0

1
,
3
0
0

1
3
,
3
0
0

0

0
0

1
1
,
0
0
0

0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

コ
ン

ブ
養

殖
係

留
ブ

ロ
ッ

ク
改

修
事

業
町

1
2
,
6
0
0

係
留
ブ
ロ
ッ
ク

改
修

0

2
8
0
,
0
0
0

項
目

合
計

1
5

6
6
2
,
9
0
0

1
6
1
,
7
0
0

2
1
8
,
7
0
0

1
6
0
,
2
0
0

1
2
2
,
3
0
0

2
8
0
,
0
0
0

項
目

合
計

1
6

6
7
5
,
5
0
0

1
6
1
,
7
0
0

2
1
8
,
7
0
0

1
7
2
,
8
0
0

1
2
2
,
3
0
0

（
略

）
（

略
）事

業
名

事
業

主
体

概
算

事
業

費
年

　
度

　
別

　
計

　
画

展
望

計
画

（
R
1
0
～

R
1
3
）

事
業

名

1
1

2
0
4
,
1
0
0

5
2
,
7
0
0

5
2
,
9
0
0

5
5
,
9
0
0

4
2
,
6
0
0

5
1
7
6
,
5
0
0

展
望

計
画

（
R
1
0
～

R
1
3
）

林
道

島
前

線
改

良
事

業
町

1
1
,
0
0
0

島
前
線
改
良

１
箇
所

0

事
業

主
体

概
算

事
業

費
年

　
度

　
別

　
計

　
画

農
業

法
人

設
立

準
備

事
業

町
1
4
,
6
0
0

活
動

事
業

費
活

動
事

業
費

出
捐

金
、

ト
ラ

ク
タ

ー
購

入
支

援

農
業

法
人

設
立

準
備

事
業

町
1
4
,
6
0
0

活
動

事
業

費
活

動
事

業
費

出
捐

金
、

ト
ラ

ク
タ

ー
購

入
支

援

0
0

項
目

合
計

1
2

2
1
5
,
1
0
0

5
2
,
7
0
0

5
2
,
9
0
0

6
6
,
9
0
0

4
2
,
6
0
0

5
1
7
6
,
5
0
0

項
目

合
計
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6
頁

6
頁

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
基

本
方

向
】

産
業

を
活

性
化

し
、

地
域

資
源

を
生

か
す

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅰ
）

【
項

目
】

　
　

商
工

業
の

振
興

【
項

目
】

　
　

商
工

業
の

振
興

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

9
,
7
0
0

1
1
,
5
0
0

1
3
,
6
0
0

3
,
0
0
0

9
,
7
0
0

1
1
,
5
0
0

1
3
,
6
0
0

3
,
0
0
0

0
0

1
3
,
8
0
0

0

1
5
～

1
6
頁

1
5
～

1
6
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

町
の

基
盤

整
備

の
推

進
【

項
目

】
　

　
町

の
基

盤
整

備
の

推
進

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

5
0
,
0
0
0

2
8
,
0
0
0

7
4
,
2
0
0

1
6
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

2
8
,
0
0
0

1
1
4
,
2
0
0

1
1
2
,
7
0
0

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

（
略

）
（

略
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

町
道

整
備

事
業

町
1
6
8
,
2
0
0

川
原
町
汐
見
町

線 L
=
2
2
0
m

W
=
4
.
3
～
4
.
7
m

汐
見
町
2
号
線

L
=
8
8
m

W
=
4
.
5
m

赤
川
2
号
線
 
外
3

路
線

L
=
2
3
5
m

W
=
4
～
1
0
.
5
m

汐
見
町
3
号
線

L
=
7
0
m

W
=
4
m

町

福
島
漁
港
線
 
外

2
3
7
,
0
0
0

町
道

整
備

事
業

町
3
0
4
,
9
0
0

川
原
町
汐
見
町

線 L
=
2
2
0
m

W
=
4
.
3
～
4
.
7
m

汐
見
町
2
号
線

L
=
8
8
m

W
=
4
.
5
m

赤
川
2
号
線
 
外
2

路
線

L
=
3
3
5
m

W
=
4
～
7
.
5
m

公
営
住
宅
線
 
外

2
路
線

L
=
3
3
3
m

W
=
6
.
5
～
8
m

町

福
島
漁
港
線
 
外

3
3
0
,
1
0
0

（
略

）
（

略
）

項
目

合
計

1
6

8
4
0
,
5
0
0

2
1
1
,
0
0
0

1
9
8
,
3
0
0

2
2
1
,
4
0
0

2
0
9
,
8
0
0

1
0

9
4
4
,
5
0
0

項
目

合
計

1
6

9
7
7
,
2
0
0

2
1
1
,
0
0
0

1
9
8
,
3
0
0

2
6
1
,
4
0
0

3
0
6
,
5
0
0

1
0

1
,
0
3
7
,
6
0
0

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
　

画
展

望
計

画
（

R
1
0
～

R
1
3
）

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

（
略

）
（

略
）

ア
ニ

メ
ツ

ー
リ

ズ
ム

推
進

事
業

町
3
7
,
8
0
0

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

関
連
ｲ
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
開
催

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

0

ア
ニ

メ
ツ

ー
リ

ズ
ム

推
進

事
業

町
3
7
,
8
0
0

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

関
連
ｲ
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾄ
開
催

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
作
成

ｱ
ﾆ
ﾒ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
公
開

0

千
軒

地
区

観
光

拠
点

整
備

事
業

町
1
3
,
8
0
0

千
軒
地
区
に
お

け
る
観
光
拠
点

の
整
備
 
１
箇
所

0

項
目

合
計

9
2
1
3
,
3
0
0

5
9
,
6
0
0

5
7
,
7
0
0

5
8
,
9
0
0

3
7
,
1
0
0

3
1
,
2
5
5
,
0
0
0

項
目

合
計

1
0

2
2
7
,
1
0
0

5
9
,
6
0
0

5
7
,
7
0
0

7
2
,
7
0
0

3
7
,
1
0
0

3
1
,
2
5
5
,
0
0
0
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1
7
頁

1
7
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

防
災

・
消

防
体

制
の

充
実

【
項

目
】

　
　

防
災

・
消

防
体

制
の

充
実

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

4
8
,
0
0
0

9
3
,
8
0
0

0
3
4
,
2
0
0

4
8
,
0
0
0

9
3
,
8
0
0

2
8
,
4
0
0

1
5
,
8
0
0

2
0
頁

2
0
頁

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
基

本
方

向
】

生
活

基
盤

が
安

定
し

、
安

全
安

心
に

暮
ら

せ
る

ま
ち

づ
く

り
（

基
本

方
針

Ⅳ
）

【
項

目
】

　
　

生
活

安
全

の
確

保
【

項
目

】
　

　
生

活
安

全
の

確
保

（
単

位
:
千

円
）

（
単

位
:
千

円
）

R
6

R
7

R
8

R
9

R
6

R
7

R
8

R
9

1
6
,
0
0
0

1
3
,
0
0
0

2
4
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0

1
6
,
0
0
0

1
3
,
0
0
0

3
4
,
0
0
0

1
4
,
0
0
0

2
5
8
,
6
0
0

7
8
,
9
0
0

2
0
,
0
0
0

普
通

河
川

整
備

事
業

2
4
5
,
0
0
0

5
2
8
8
,
0
0
0

項
目

合
計

1
4

6
5
3
,
8
0
0

8
1
,
3
0
0

2
5
8
,
6
0
0

5
0
,
5
0
0

2
6
3
,
4
0
0

5
2
8
8
,
0
0
0

町

項
目

合
計

1
4

6
6
3
,
8
0
0

8
1
,
3
0
0

普
通

河
川

整
備

事
業

町
1
7
6
,
0
0
0

澗
内
川
L
=
1
0
0
m

板
橋
川
L
=
4
6
m

測
量
調
査
設
計

外

福
島
川
 
外
3
河

川
 
積
ブ
ロ
ッ
ク

工
 
L
=
8
8
m
 
外

1
8
6
,
0
0
0

福
島
川
 
外
3
河

川
 
積
ブ
ロ
ッ
ク

工
 
L
=
8
8
m
 
外

観
音
橋
川

浚
渫

観
音
橋
川
、
澗

内
川
 
浚
渫

町

滝
の
下
川
 
外

澗
内
川
L
=
1
0
0
m

板
橋
川
L
=
4
6
m

測
量
調
査
設
計

外

澗
内
川

浚
渫

2
0
,
0
0
0

変
　

更
　

前
変

　
更

　
後

事
業

名
事

業
主

体
概

算
事

業
費

年
　

度
　

別
　

計
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議案第１６号 

 

福島町財政調整基金の積立金の処分の議決変更について 

 

令和８年度福島町財政調整基金の積立金の処分の内容を次のとおり変更

する。 

 

令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

記 

 

１ 処分の目的  令和８年度福島町一般会計補正予算第５号及び今後の 

補正予定事業の財源に充当するため 

 

２ 福島町財政調整基金の積立金の処分の内容変更 

 

区  分 変 更 前 変 更 後 

金  額 ４００,０００千円以内 ５００,０００千円以内 
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議案第１７号 

 

令和８年度福島町一般会計補正予算（第５号） 

 

 令和８年度福島町の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ403,596千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ5,085,432千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加及び変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 町税 　     513,455 　      28,513 　     541,968

1 町民税 　     148,842 　      27,945 　     176,787

3 軽自動車税 　       9,358 　         568 　       9,926

10 地方交付税 　   2,346,000 　      26,793 　   2,372,793

1 地方交付税 　   2,346,000 　      26,793 　   2,372,793

13 国庫支出金 　     221,818 　       5,863 　     227,681

1 国庫負担金 　     131,351 　       1,907 　     133,258

2 国庫補助金 　      89,239 　       3,862 　      93,101

3 国庫委託金 　       1,228 　          94 　       1,322

14 道支出金 　     192,996 　      17,036 　     210,032

1 道負担金 　     119,581 　       1,742 　     121,323

2 道補助金 　      62,865 　      15,294 　      78,159

16 寄付金 　      70,100 　       1,050 　      71,150

1 寄付金 　      70,100 　       1,050 　      71,150

17 繰入金 　     517,495 　      71,139 　     588,634

1 他会計繰入金 　           3 　       1,143 　       1,146

2 基金繰入金 　     517,492 　      69,996 　     587,488

18 繰越金 　          10 　     184,717 　     184,727

1 繰越金 　          10 　     184,717 　     184,727

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

19 諸収入 　     149,136 　       3,085 　     152,221

5 雑入 　      57,292 　       3,085 　      60,377

20 町債 　     399,600 　      65,400 　     465,000

1 町債 　     399,600 　      65,400 　     465,000

歳 入 合 計 　   4,681,836 　     403,596 　   5,085,432

千円 千円 千円
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 総務費 　     645,053 　     167,051 　     812,104

1 総務管理費 　     517,788 　      15,286 　     533,074

3 戸籍住民基本台帳費 　      16,967          △276 　      16,691

7 財政基金費 　      82,085 　     152,041 　     234,126

3 民生費 　     484,928 　      46,686 　     531,614

1 社会福祉費 　     399,254 　         607 　     399,861

2 児童福祉費 　      80,166 　      46,079 　     126,245

4 衛生費 　     438,700 　      91,873 　     530,573

1 保健衛生費 　     172,762 　       1,678 　     174,440

2 清掃費 　     265,938 　      90,195 　     356,133

6 農林水産業費 　     303,429 　      15,033 　     318,462

1 農業費 　      35,652 　         371 　      36,023

2 林業費 　      73,296 　      14,462 　      87,758

3 水産業費 　     194,481 　         200 　     194,681

7 商工費 　     150,913 　      14,422 　     165,335

1 商工費 　     150,913 　      14,422 　     165,335

8 土木費 　     303,388 　      81,490 　     384,878

1 土木管理費 　       2,324 　          50 　       2,374

2 道路橋梁費 　     212,674 　      42,240 　     254,914

千円 千円 千円
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

3 河川費 　       4,007 　      28,400 　      32,407

4 都市計画費 　      38,431 　      10,000 　      48,431

5 住宅費 　      45,952 　         800 　      46,752

9 消防費 　     294,609 　       9,181 　     303,790

1 消防費 　     294,609 　       9,181 　     303,790

10 教育費 　     275,012 　       3,421 　     278,433

1 教育総務費 　     120,227 　         100 　     120,327

2 小学校費 　      28,727 　       1,886 　      30,613

5 保健体育費 　     100,860 　       1,435 　     102,295

12 諸支出金 　     301,724        △1,899 　     299,825

2 特別会計繰出金 　     298,224        △1,899 　     296,325

13 職員給与費 　     780,163       △23,662 　     756,501

1 職員給与費 　     780,163       △23,662 　     756,501

歳 出 合 計 　   4,681,836 　     403,596 　   5,085,432

千円 千円 千円
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１　総　括

（歳　入）

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

千円 千円 千円

　１ 町税 　     513,455 　      28,513 　     541,968

１０ 地方交付税 　   2,346,000 　      26,793 　   2,372,793

１３ 国庫支出金 　     221,818 　       5,863 　     227,681

１４ 道支出金 　     192,996 　      17,036 　     210,032

１６ 寄付金 　      70,100 　       1,050 　      71,150

１７ 繰入金 　     517,495 　      71,139 　     588,634

１８ 繰越金 　          10 　     184,717 　     184,727

１９ 諸収入 　     149,136 　       3,085 　     152,221

２０ 町債 　     399,600 　      65,400 　     465,000

　   4,681,836 　     403,596 　   5,085,432歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

補正前の額 補　正　額 計
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 9
,1
81
　
 
  
 
 
3
0
3,
7
90

　
 
 
  
 
 
 
  
 
 0

　
 
  
 
 
  
 
 
  
0

　
  
 
 
  
 
  
3
4
7

　
 
 
  
 
 
 8
,
8
34

１
０
教
育
費

　
  
  
 2
75
,0
12
　
  
  
  
 3
,4
21
　
 
  
 
 
2
7
8,
4
33

　
 
 
  
 
 
 
  
9
00

　
 
  
 
 
  
 
 
  
0

　
  
 
 
  
 
  
8
8
0

　
 
 
  
 
 
 1
,
6
41

１
２
諸
支
出
金

　
  
  
 3
01
,7
24
  
  
  
 △
1,
89
9
　
 
  
 
 
2
9
9,
8
25

　
 
 
  
 
 
 
  
 
 0

　
 
  
 
 
  
 
 
  
0

　
  
 
 
  
 
  
 
 
0

  
 
 
  
 
△
1
,
8
99

１
３
職
員
給
与
費

　
  
  
 7
80
,1
63
  
  
  
△
23
,6
62
　
 
  
 
 
7
5
6,
5
01

　
 
 
  
 
 
 
  
 
 0

　
 
  
 
 
  
 
 
  
0

 
 
  
 
 
  
 
△
9
5
4

  
 
 
  
△
22
,
7
08

　
  
 4
,6
81
,8
36
　
  
  
 4
03
,5
96
　
 
  
5
,
0
8
5,
4
32

　
 
 
  
 
 
2
2,
8
99

　
 
  
 
 
 6
5
,
40
0

　
  
 
 
  
 
3,
0
8
5

　
 
 
  
 
3
12
,
2
12

歳
　
　
　
　
　
　
　
出
　
　
　
　
　
　
　
合
　
　
　
　
　
　
　
計

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計

補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳
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歳     入  
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58



  
１
款
町
税

  
１
項
町
民
税

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計

２
　
歳
　
入

区
　
　
分

節

金
　
　
額

説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

目

 1
 1
現
年
課
税
分
　
  
 
  
2
7,
94
5
現
年
課
税
分
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
27
,9
45

個
人

　
 
  
 
12
9
,8
6
9
　
 
  
  
27
,9
45
　
  
  
15
7,
81
4

　
 
  
 
14
8
,8
4
2
　
 
  
  
27
,9
45
　
  
  
17
6,
78
7

計

  
１
款
町
税

  
３
項
軽
自
動
車
税

 1
 1
現
年
課
税
分
　
  
 
  
 
  
56
8
軽
自
動
車
税
分
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 5
68

軽
自
動
車
税

　
 
  
 
  
9
,2
5
8
　
 
  
  
  
 5
68
　
  
  
  
9,
82
6

　
 
  
 
  
9
,3
5
8
　
 
  
  
  
 5
68
　
  
  
  
9,
92
6

計

１
０
款
地
方
交
付
税

  
１
項
地
方
交
付
税

 1
 1
地
方
交
付
税
　
  
 
  
2
6,
79
3
普
通
交
付
税
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
26
,7
93

地
方
交
付
税

　
 
 2
,
34
6
,0
0
0
　
 
  
  
26
,7
93
　
  
2,
37
2,
79
3

　
 
 2
,
34
6
,0
0
0
　
 
  
  
26
,7
93
　
  
2,
37
2,
79
3

計

１
３
款
国
庫
支
出
金

  
１
項
国
庫
負
担
金

 1
 3
児
童
福
祉
費
負
　
  
  
 
 1
,9
0
7
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
国
庫
負
担
金

民
生
費
国
庫
負
担
金

　
 
  
 
13
1
,2
1
1
　
 
  
  
 1
,9
07
　
  
  
13
3,
11
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 1
,9
07

担
金

　
 
  
 
13
1
,3
5
1
　
 
  
  
 1
,9
07
　
  
  
13
3,
25
8

計

 
 １
款
　
町
税
　
　
１
０
款
　
地
方
交
付
税
　
　
１
３
款
　
国
庫
支
出
金

（
単
位
：
千
円
）
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１
３
款
国
庫
支
出
金

  
２
項
国
庫
補
助
金

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計
区
　
　
分

節

金
　
　
額

説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

目

 1
 1
個
人
番
号
カ
ー
 
  
 
  
 
 △
34
8
個
人
番
号
カ
ー
ド
事
務
費
補
助
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 △
34
8

総
務
費
国
庫
補
助
金

　
 
  
 
 3
5
,8
5
5
　
 
  
  
 3
,9
03
　
  
  
 3
9,
75
8

ド
事
業
費
等
補

助
金

 2
物
価
高
騰
対
応
　
  
  
 
 4
,2
5
1
物
価
高
騰
対
応
重
点
支
援
地
方
創
生
臨
時
交
付
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 4
,2
51

重
点
支
援
地
方

創
生
臨
時
交
付

金

 2
 3
障
害
者
福
祉
費
　
  
  
 
  
 1
0
0
障
害
者
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
00

民
生
費
国
庫
補
助
金

　
 
  
 
  
6
,4
5
4
　
 
  
  
  
 1
00
　
  
  
  
6,
55
4

補
助
金

 3
 1
保
健
衛
生
費
補
 
  
 
  
 
 △
14
1
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 △
11
3

衛
生
費
国
庫
補
助
金

　
 
  
 
  
4
,7
3
1
 
  
  
  
 △
14
1
　
  
  
  
4,
59
0

妊
婦
の
た
め
の
支
援
給
付
費
補
助
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
△
28

助
金

　
 
  
 
 8
9
,2
3
9
　
 
  
  
 3
,8
62
　
  
  
 9
3,
10
1

計

１
３
款
国
庫
支
出
金

  
３
項
国
庫
委
託
金

 1
 1
総
務
管
理
費
委
　
  
  
 
  
  
9
4
中
長
期
在
留
者
住
居
地
届
出
等
事
務
委
託
金
  
  
  
  
  
  
  
94

総
務
費
委
託
金

　
 
  
 
  
 
 1
9
4
　
 
  
  
  
  
94
　
  
  
  
  
28
8

託
金

　
 
  
 
  
1
,2
2
8
　
 
  
  
  
  
94
　
  
  
  
1,
32
2

計

１
３
款
　
国
庫
支
出
金

（
単
位
：
千
円
）
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１
４
款
道
支
出
金

  
１
項
道
負
担
金

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計
区
　
　
分

節

金
　
　
額

説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

目

 1
 6
児
童
福
祉
費
負
　
  
  
 
 1
,7
4
2
子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・
保
育
給
付
負
担
金
  
  
  
  
  
 1
,7
42

民
生
費
負
担
金

　
 
  
 
11
5
,7
6
1
　
 
  
  
 1
,7
42
　
  
  
11
7,
50
3

担
金

　
 
  
 
11
9
,5
8
1
　
 
  
  
 1
,7
42
　
  
  
12
1,
32
3

計

１
４
款
道
支
出
金

  
２
項
道
補
助
金

 3
 6
保
健
衛
生
費
補
 
  
 
  
 
  
△
7
0
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
交
付
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
△
56

衛
生
費
補
助
金

　
 
  
 
  
8
,0
8
8
 
  
  
  
  
△
70
　
  
  
  
8,
01
8

妊
婦
の
た
め
の
支
援
給
付
費
補
助
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
△
14

助
金

 4
 2
林
業
費
補
助
金
　
  
 
  
 
2,
46
4
ヒ
グ
マ
対
策
事
業
補
助
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 2
,4
64

農
林
水
産
業
費
補
助
金

　
 
  
 
 2
9
,1
8
6
　
 
  
  
 7
,9
64
　
  
  
 3
7,
15
0

 3
地
域
づ
く
り
総
　
  
  
 
 5
,5
0
0
地
域
づ
く
り
推
進
事
業
補
助
金
（
林
道
島
前
線
道
路
改
良
事
業
分
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 5
,5
00

合
交
付
金

 5
 1
地
域
づ
く
り
総
　
  
  
 
 6
,5
0
0
地
域
づ
く
り
推
進
事
業
補
助
金
（
千
軒
地
区
観
光
拠
点
整
備
事
業
分
）

商
工
費
補
助
金

　
 
  
 
  
4
,8
0
0
　
 
  
  
 6
,5
00
　
  
  
 1
1,
30
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 6
,5
00

合
交
付
金

 6
 2
地
域
づ
く
り
総
　
  
  
 
  
 9
0
0
地
域
づ
く
り
推
進
事
業
補
助
金
（
ス
マ
ー
ト
ス
ト
ア
導
入
事
業
分
）

教
育
費
補
助
金

　
 
  
 
  
5
,4
9
1
　
 
  
  
  
 9
00
　
  
  
  
6,
39
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
  
 9
00

合
交
付
金

　
 
  
 
 6
2
,8
6
5
　
 
  
  
15
,2
94
　
  
  
 7
8,
15
9

計

１
４
款
　
道
支
出
金

（
単
位
：
千
円
）
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１
６
款
寄
付
金

  
１
項
寄
付
金

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計
区
　
　
分

節

金
　
　
額

説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

目

 1
 1
一
般
寄
付
金
　
  
 
  
 
1,
05
0
一
般
寄
付
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
,0
50

一
般
寄
付
金

　
 
  
 
  
 
 1
0
0
　
 
  
  
 1
,0
50
　
  
  
  
1,
15
0

　
 
  
 
 7
0
,1
0
0
　
 
  
  
 1
,0
50
　
  
  
 7
1,
15
0

計

１
７
款
繰
入
金

  
１
項
他
会
計
繰
入
金

 1
 1
介
護
保
険
特
別
　
  
  
 
 1
,1
4
3
介
護
保
険
特
別
会
計
繰
入
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
,1
43

介
護
保
険
特
別
会
計
繰
入
金

　
 
  
 
  
 
  
 
3
　
 
  
  
 1
,1
43
　
  
  
  
1,
14
6

会
計
繰
入
金

　
 
  
 
  
 
  
 
3
　
 
  
  
 1
,1
43
　
  
  
  
1,
14
6

計

１
７
款
繰
入
金

  
２
項
基
金
繰
入
金

 1
 1
財
政
調
整
基
金
　
  
  
 
69
,9
9
6
財
政
調
整
基
金
繰
入
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
69
,9
96

財
政
調
整
基
金
繰
入
金

　
 
  
 
37
2
,2
4
6
　
 
  
  
69
,9
96
　
  
  
44
2,
24
2

繰
入
金

　
 
  
 
51
7
,4
9
2
　
 
  
  
69
,9
96
　
  
  
58
7,
48
8

計

１
８
款
繰
越
金

  
１
項
繰
越
金

 1
 1
繰
越
金

　
  
 
 1
8
4,
71
7
前
年
度
繰
越
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
84
,7
17

繰
越
金

　
 
  
 
  
 
  
1
0
　
 
  
 1
84
,7
17
　
  
  
18
4,
72
7

　
 
  
 
  
 
  
1
0
　
 
  
 1
84
,7
17
　
  
  
18
4,
72
7

計

１
６
款
　
寄
付
金
　
　
１
７
款
　
繰
入
金
　
　
１
８
款
　
繰
越
金

（
単
位
：
千
円
）
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１
９
款
諸
収
入

  
５
項
雑
入

補
正
前
の
額
補
　
正
　
額

計
区
　
　
分

節

金
　
　
額

説
　
　
　
　
　
　
　
　
　
明

目

 1
 4
保
険
料
負
担
金
 
  
 
  
 
 △
16
8
会
計
年
度
任
用
職
員
等
社
会
保
険
料
負
担
金
収
入

雑
入

　
 
  
 
 5
5
,0
8
2
　
 
  
  
 3
,0
85
　
  
  
 5
8,
16
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 △
16
8

収
入

 9
雑
入

　
  
 
  
 
3,
25
3
水
道
事
業
会
計
職
員
給
与
費
負
担
収
入
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
37

渡
島
廃
棄
物
処
理
広
域
連
合
ご
み
処
理
対
策
負
担
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
 3
,2
17

渡
島
西
部
広
域
事
務
組
合
派
遣
職
員
給
与
費
負
担
収
入

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
  
  
  
  
△
81

職
員
団
体
専
従
職
員
共
済
費
負
担
金
収
入
  
  
  
  
  
  
 △
90
0

ス
ポ
ー
ツ
振
興
く
じ
助
成
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 8
80

　
 
  
 
 5
7
,2
9
2
　
 
  
  
 3
,0
85
　
  
  
 6
0,
37
7

計

２
０
款
町
債

  
１
項
町
債

 5
 1
商
工
債

  
  
 
 △
4,
30
0
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商
品
券
発
行
事
業
債
  
  
  
  
  
  
  
 △
4,
30
0

商
工
債

　
 
  
 
  
9
,0
0
0
 
  
  
 △
4,
30
0
　
  
  
  
4,
70
0

 6
 1
道
路
橋
梁
事
業
　
  
  
 
37
,0
0
0
町
道
公
営
住
宅
線
道
路
整
備
事
業
債
  
  
  
  
  
  
  
  
37
,0
00

土
木
債

　
 
  
 
10
3
,3
0
0
　
 
  
  
69
,7
00
　
  
  
17
3,
00
0

債

 2
都
市
計
画
事
業
　
  
  
 
 4
,3
0
0
空
家
対
策
等
支
援
事
業
債
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 4
,3
00

債

 3
普
通
河
川
河
道
　
  
  
 
28
,4
0
0
普
通
河
川
河
道
整
備
事
業
債
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
28
,4
00

整
備
事
業
債

　
 
  
 
39
9
,6
0
0
　
 
  
  
65
,4
00
　
  
  
46
5,
00
0

計

１
９
款
　
諸
収
入
　
　
２
０
款
　
町
債

（
単
位
：
千
円
）
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66



  
２
款
総
務
費

  
１
項
総
務
管
理
費

３
　
歳
　
出

 
1
一
般
管
理
費
　
  
 8
6,
0
90
　
  
 
 1
,4
79
　
  
 8
7,
5
69

  
  
 1
,4
79
 8
旅
費

　
  
  
  
5
00
一
般
管
理
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
,4
79

  
 8
  
普
通
旅
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 5
00

18
負
担
金
・
補
助
 
  
 
  
 △
21
  
18
  
福
祉
協
会
負
担
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
△
21

及
び
交
付
金

  
25
  
熊
本
地
震
被
災
者
見
舞
金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
,0
00

25
寄
附
金

　
  
  
1,
0
00

 
5
財
産
管
理
費
　
  
 2
2,
0
83
　
  
 
  
 1
92
　
  
 2
2,
2
75

  
  
  
 1
92
10
需
用
費

　
  
  
  
 
92
車
輌
管
理
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
92

  
10
  
修
繕
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
92

13
使
用
料
及
び
賃
　
  
  
  
1
00
  
13
  
車
輌
借
上
料
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 1
00

借
料

 
7
交
通
安
全
対
　
  
  
3,
8
82
　
  
 
  
 2
50
　
  
  
4,
1
32

  
  
  
 2
50
10
需
用
費

　
  
  
  
2
50
交
通
安
全
対
策
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 2
50

策
費

  
10
  
修
繕
費
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 2
50

1
3
電
子
計
算
費
　
  
 8
6,
3
45
　
  
 
  
 1
22
　
  
 8
6,
4
67

  
  
  
 1
22
10
需
用
費

　
  
  
  
1
22
電
子
計
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１．特別職 (千円）

人数 期末手当 寒冷地 その他 共済費 合   計
（人） 年間支給率 手 　当 手   当

10,963
4.65

12,722
4.65

計 12 38,254 24,600 23,685 333 324 87,196 21,725 108,921

10,963
4.65

12,722
4.65

計 12 38,254 24,600 23,685 333 324 87,196 22,102 109,298

 長　        等 -377 -377

 議　　      員

 その他の特別職

計 -377 -377

２．一般職
（１）総括 (千円）

報酬 給料 職員手当 計

116 32,247 348,399 192,338 572,984 154,340 727,324

117 32,988 352,478 197,957 583,423 167,858 751,281

-1 -741 -4,079 -5,619 -10,439 -13,518 -23,957

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 4,746 78,132 65,753 5,779 6,481 7,907 17,101 120 1,391 198

補正前 4,746 81,043 68,084 5,805 5,920 6,809 17,587 120 2,323 180

比　 較 -2,911 -2,331 -26 561 1,098 -486 -932 18

補正後 4,730 192,338

補正前 5,340 197,957

比　 較 -610 -5,619

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

-741 -741

-4,079 -4,079

-5,619 -5,619

　備　考　１　増減額欄の金額は、｢（１）　総括｣の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　　　　２　説明欄には、増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに、職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

給料額確定による増
減分

新採用職員等の給料額
確定による減

令和８年４月の昇格昇
級に伴う増

令和８年４月採用フルタ
イム会計年度任用職員
の給料額の確定に伴う
減

管理職員特別
勤務手当

補　　正　　前

51,743

9,706

47,849

9,706

報酬額確定による減

令和８年４月の異動等
による増減

計

324 51,36636,220

区       分 備   考

24,600

合計

給料 地域手当報酬

6,579

15,146

勤勉手当区分

333

給　与　費　明　細　書

 長　        等 3

9,706

通勤手当

15,523

41,270

36,220

住居手当

28,548

 その他の特別職 9,706

24,600

28,548

 議　　      員 9 41,270

給　　与　　費

 その他の特別職

補正後

職員手当の内訳

職員手当の内訳

補正前

 長　        等

 議　　      員

児童手当

324

9

説明

扶養手当

比   較

備　　　考

比  　　　　 較

補　　正　　後

計

職員数　（人） 備考

6,579 47,849

9,706 9,706

給　　　　　与　　　　　費

増減事由別内訳区分

期末手当

3333

共済費

　給料

 職員手当

　報酬

区分

その他増減分

令和８年４月採用パート
タイム会計年度任用職
員の報酬額の確定に伴
う減

区分
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ア　会計年度任用職員以外の職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

69 260,536 152,394 412,930 109,532 522,462

70 263,309 154,864 418,173 118,573 536,746

-1 -2,773 -2,470 -5,243 -9,041 -14,284

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 4,746 57,910 48,753 5,779 6,481 7,907 15,339 120 791 198

補正前 4,746 59,145 49,619 5,805 5,920 6,809 15,802 120 1,738 180

比　 較 -1,235 -866 -26 561 1,098 -463 -947 18

補正後 4,370 152,394

補正前 4,980 154,864

比　 較 -610 -2,470

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

-2,773 -2,773

-2,470 -2,470

　備　考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算となったものについて記載すること。

イ　会計年度任用職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

47 32,247 87,863 39,944 160,054 44,808 204,862

47 32,988 89,169 43,093 165,250 49,285 214,535

-741 -1,306 -3,149 -5,196 -4,477 -9,673

時 間 外
勤務手当

補正後 20,222 17,000 1,762 600 360 39,944

補正前 21,898 18,465 1,785 585 360 43,093

比　 較 -1,676 -1,465 -23 15 -3,149

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円
-741 -741

-1,306 給料額確定による減 -1,306

-3,149 -3,149

　備　考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算となったものについて記載すること。

令和８年４月採用
パートタイム会計年度
任用職員の報酬額の
確定に伴う減

令和８年４月採用フ
ルタイム会計年度任
用職員の給料額の確
定に伴う減

計

　

備　　　考

 職員手当 その他増減分

区分 増減事由別内訳 説明

報酬額確定による減

補　　正　　後

補　　正　　前

備考

通勤手当 管理職員特
別勤務手当住居手当

新採用職員等の給料
額確定による減

令和８年４月の昇格
昇級に伴う増

給　　与　　費
共済費 合計

共済費

職員手当の内訳

補　　正　　後

区分 扶養手当 期末手当 勤勉手当

補　　正　　前

備考

比  　　　　 較

合計区分 職員数　（人）
給　　与　　費

区分 増減事由別内訳 説明 備　　　考

職員手当の内訳

区分 児童手当 計

　給料

令和８年４月採用者
の確定によ増減

 職員手当 その他増減分

児童手当

区分 職員数　（人）

区分

職員手当の内訳

　報酬

　給料

給料額確定による増
減分

比  　　　　 較

勤勉手当 通勤手当
(費用弁償）

期末手当

令和８年４月の異動
等による増減
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議案第１８号 

 

令和８年度福島町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和８年度福島町の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 26,261千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 719,244千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和８年９月１４日提出      

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

4 道支出金 　     532,879 　       1,020 　     533,899

1 道負担金 　     532,879 　       1,020 　     533,899

5 繰入金 　      60,045        △1,807 　      58,238

2 基金繰入金 　       1,807        △1,807 　           0

6 繰越金 　           1 　      27,048 　      27,049

1 繰越金 　           1 　      27,048 　      27,049

歳 入 合 計 　     692,983 　      26,261 　     719,244

千円 千円 千円
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 保険給付費 　     520,811 　       1,020 　     521,831

1 療養諸費 　     446,310 　       1,020 　     447,330

5 保健事業費 　      13,532 　          17 　      13,549

1 特定健康診査等事業費 　       8,261 　          17 　       8,278

6 諸支出金 　         846 　         341 　       1,187

1 償還金及び還付加算金 　         846 　         341 　       1,187

7 基金積立金 　         450 　      24,883 　      25,333

1 基金積立金 　         450 　      24,883 　      25,333

歳 出 合 計 　     692,983 　      26,261 　     719,244

千円 千円 千円
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歳入歳出予算事項別明細書  
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１　総　括

（歳　入）

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

千円 千円 千円

　４ 道支出金 　     532,879 　       1,020 　     533,899

　５ 繰入金 　      60,045        △1,807 　      58,238

　６ 繰越金 　           1 　      27,048 　      27,049

　     692,983 　      26,261 　     719,244歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

補正前の額 補　正　額 計
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議案第１９号 

 

令和８年度福島町介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和８年度福島町の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ24,816千円を

追加し、保険事業勘定歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ553,286千円と

する。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 
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保険事業勘定 
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歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 保険料 　      93,429            △9 　      93,420

1 介護保険料 　      93,429            △9 　      93,420

2 国庫支出金 　     136,818           △11 　     136,807

1 国庫負担金 　      83,652 　          79 　      83,731

2 国庫補助金 　      53,166           △90 　      53,076

3 支払基金交付金 　     135,089 　          69 　     135,158

1 支払基金交付金 　     135,089 　          69 　     135,158

4 道支出金 　      77,031           △15 　      77,016

1 道負担金 　      71,245 　          49 　      71,294

2 道補助金 　       5,786           △64 　       5,722

6 繰入金 　      85,700 　         678 　      86,378

1 一般会計繰入金 　      84,224 　         678 　      84,902

7 繰越金 　           1 　      24,104 　      24,105

1 繰越金 　           1 　      24,104 　      24,105

歳 入 合 計 　     528,470 　      24,816 　     553,286

千円 千円 千円
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 　       9,459 　         693 　      10,152

1 総務管理費 　       3,433 　         693 　       4,126

2 保険給付費 　     476,607 　         400 　     477,007

3 高額医療合算介護サー 　       1,500 　         400 　       1,900

ビス等費

3 地域支援事業費 　      41,834          △370 　      41,464

1 介護予防・生活支援サ 　      18,028           △48 　      17,980

ービス事業費

2 一般介護予防事業費 　       5,638           △88 　       5,550

3 包括的支援事業費 　      16,963          △234 　      16,729

4 基金積立金 　         349 　      11,765 　      12,114

1 基金積立金 　         349 　      11,765 　      12,114

6 諸支出金 　         121 　      12,328 　      12,449

1 償還金及び還付加算金 　         118 　      11,185 　      11,303

2 繰出金 　           3 　       1,143 　       1,146

歳 出 合 計 　     528,470 　      24,816 　     553,286

千円 千円 千円
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１　総　括

（歳　入）

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

千円 千円 千円

　１ 保険料 　      93,429            △9 　      93,420

　２ 国庫支出金 　     136,818           △11 　     136,807

　３ 支払基金交付金 　     135,089 　          69 　     135,158

　４ 道支出金 　      77,031           △15 　      77,016

　６ 繰入金 　      85,700 　         678 　      86,378

　７ 繰越金 　           1 　      24,104 　      24,105

　     528,470 　      24,816 　     553,286歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

補正前の額 補　正　額 計
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１．特別職 (千円）

人数 期末手当 寒冷地 その他 共済費 合   計
（人） 年間支給率 手 　当 手   当

計 10 150 150 150

計 10 150 150 150

 長　        等

 議　　      員

 その他の特別職

計

２．一般職
（１）総括 (千円）

報酬 給料 職員手当 計

4 12,151 6,092 18,243 5,190 23,433

4 12,151 6,109 18,260 5,543 23,803

0 -17 -17 -353 -370

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 0 2,698 2,254 179 234 522 80 125

補正前 0 2,698 2,271 179 234 522 80 125

比　 較 0 0 -17 0 0 0

補正後 6,092

補正前 6,109

比　 較 -17

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

-17 -17

　備　考　１　増減額欄の金額は、｢（１）　総括｣の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　　　　２　説明欄には、増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに、職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

150 150

比   較

給料 地域手当報酬 計

給　与　費　明　細　書

 長　        等

150

区       分 備   考

区分

通勤手当

補正後
 議　　      員

給　　与　　費

 その他の特別職

 長　        等

 議　　      員

区分

管理職員特
別勤務手当

補　　正　　前

比  　　　　 較

補　　正　　後

住居手当勤勉手当区分

 その他の特別職 10

職員手当の内訳

職員手当の内訳

補正前

説明

扶養手当

10 150

児童手当

150 150

共済費 合計

計

職員数　（人） 備考

 職員手当 その他増減分

給　　　　　与　　　　　費

増減事由別内訳区分

期末手当

　報酬

　給料

令和８年６月勤勉手
当支給額確定による
減

備　　　考
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ア　会計年度任用職員以外の職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

2 6,659 3,852 10,511 2,984 13,495

2 6,659 3,869 10,528 3,201 13,729

0 -17 -17 -217 -234

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 1,542 1,281 179 234 411 80 125

補正前 1,542 1,298 179 234 411 80 125

比　 較 0 -17 0 0 0 0

補正後 3,852

補正前 3,869

比　 較 -17

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

-17 -17

　備　考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算となったものについて記載すること。

イ　会計年度任用職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

2 5,492 2,240 7,732 2,206 9,938

2 5,492 2,240 7,732 2,342 10,074

0 0 0 -136 -136

時 間 外
勤務手当

補正後 1,156 973 111 2,240

補正前 1,156 973 111 2,240

比　 較 0 0 0 0

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

　備　考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算となったものについて記載すること。

 職員手当

備　　　考

区分 期末手当

　

　給料

共済費 合計 備考

計

計

区分

区分 職員数　（人）
給　　与　　費

補　　正　　後

職員手当の内訳

区分 児童手当

扶養手当

共済費 合計 備考

期末手当 勤勉手当 住居手当

補　　正　　前

比  　　　　 較

増減事由別内訳

通勤手当 管理職員特
別勤務手当

職員手当の内訳

区分

備　　　考

　給料

その他減分

職員手当の内訳

補　　正　　後

補　　正　　前

比  　　　　 較

区分

説明

説明

勤勉手当

 職員手当 令和８年６月勤勉手
当支給額確定による
減

通勤手当

増減事由別内訳

　報酬

区分 職員数　（人）
給　　与　　費
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議案第２０号 

 

令和８年度福島町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和８年度福島町の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 212千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ 104,396千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和８年９月１４日提出 

 

 

福島町長  鳴海 清春 

127



歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 繰入金 　      39,092          △318 　      38,774

1 一般会計繰入金 　      39,092          △318 　      38,774

3 繰越金 　           1 　         106 　         107

1 繰越金 　           1 　         106 　         107

歳 入 合 計 　     104,608          △212 　     104,396

千円 千円 千円
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 後期高齢者医療広域連

合納付金

　     103,156          △212 　     102,944

1 後期高齢者医療広域連 　     103,156          △212 　     102,944

合納付金

歳 出 合 計 　     104,608          △212 　     104,396

千円 千円 千円
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歳入歳出予算事項別明細書  
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１　総　括

（歳　入）

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

千円 千円 千円

　２ 繰入金 　      39,092          △318 　      38,774

　３ 繰越金 　           1 　         106 　         107

　     104,608          △212 　     104,396歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

補正前の額 補　正　額 計
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議案第２１号 

 

令和８年度福島町国民健康保険診療所特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和８年度福島町の国民健康保険診療所特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ828千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ128,271千円とする。 

 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

                   福島町長  鳴海 清春 

 

 

143



歳　入

第１表 歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 繰入金 　      57,742        △2,259 　      55,483

1 他会計繰入金 　      57,742        △2,259 　      55,483

3 繰越金 　          10 　       3,087 　       3,097

1 繰越金 　          10 　       3,087 　       3,097

歳 入 合 計 　     127,443 　         828 　     128,271

千円 千円 千円
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歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 　      50,091 　         304 　      50,395

1 総務管理費 　      50,091 　         304 　      50,395

2 診療事業費 　      66,532 　         524 　      67,056

1 診療費 　      66,532 　         524 　      67,056

歳 出 合 計 　     127,443 　         828 　     128,271

千円 千円 千円
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歳入歳出予算事項別明細書  
 

 

 

 

 

147



 

 

148



１　総　括

（歳　入）

歳入歳出補正予算事項別明細書

款

千円 千円 千円

　２ 繰入金 　      57,742        △2,259 　      55,483

　３ 繰越金 　          10 　       3,087 　       3,097

　     127,443 　         828 　     128,271歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

補正前の額 補　正　額 計
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１．特別職 (千円）

人数 期末手当 寒冷地 その他 共済費 合   計
（人） 年間支給率 手 　当 手   当

計

計

 長　        等

 議　　      員

 その他の特別職

計

２．一般職
（１）総括 (千円）

報酬 給料 職員手当 計

6 21,356 11,348 32,704 9,009 41,713

6 21,197 11,408 32,605 9,538 42,143

159 -60 99 -529 -430

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 156 4,698 3,824 478 582 1,209 200 51

補正前 156 4,666 3,926 478 582 1,199 200 51

比　 較 32 -102 10

補正後 150 11,348

補正前 150 11,408

比　 較 -60

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

159 令和８年４月昇格 159 　一般職の対象職員数 5人

　うち令和８年４月昇格昇級職員 1人

　フルタイム会計年度任用職員 1人

　の対象職員数

-60 -60

　備　考　１　増減額欄の金額は、｢（１）　総括｣の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　　　　２　説明欄には、増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに、職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種類別の内訳を記載すること。

給与確定による

　

その他増減分

　報酬

　給料

昇級による増分

令和８年４月における
昇格昇級による

 職員手当

給　　　　　与　　　　　費

増減事由別内訳区分

期末手当

計

備考共済費 合計

説明

 議　　      員

区分 児童手当

 その他の特別職

補正前

 長　        等

 議　　      員

区分

補正後

比   較

給　　与　　費

職員手当の内訳

職員手当の内訳

扶養手当

職員数　（人）

備　　　考

補　　正　　前

比  　　　　 較

補　　正　　後

住居手当勤勉手当区分

 その他の特別職

管理職員特
別勤務手当通勤手当

給　与　費　明　細　書

 長　        等

区       分
報酬 計

備   考
給料 地域手当
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ア　会計年度任用職員以外の職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

5 18,798 10,304 29,102 7,977 37,079

5 18,639 10,364 29,003 8,455 37,458

159 -60 99 -478 -379

寒冷地 管理職 時 間 外 特殊勤務

手 　当 手　 当 勤務手当 手　   　当

補正後 156 4,159 3,371 478 582 1,157 200 51

補正前 156 4,127 3,473 478 582 1,147 200 51

比　 較 32 -102 10

補正後 150 10,304

補正前 150 10,364

比　 較 -60

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円
159 令和８年４月昇格 159 対象職員数 5人

うち令和８年４月昇格昇級職員 1人

-60 -60

　備　考　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算となったものについて記載すること。

イ　会計年度任用職員
(千円）

報酬 給料 職員手当 計

1 2,558 1,044 3,602 1,032 4,634

1 2,558 1,044 3,602 1,083 4,685

-51 -51

時 間 外
勤務手当

補正後 539 453 52 1,044

補正前 539 453 52 1,044

比　 較

・給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

千円 千円

　備　考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算となったものについて記載すること。

昇級による増分
令和８年４月におけ
る昇格昇級による

補　　正　　前

比  　　　　 較

その他増減分

職員数　（人）
給　　与　　費

給与確定による

 報酬

増減事由別内訳

　給料

職員手当の内訳

区分

補　　正　　後

区分

　給料

 職員手当

区分 増減事由別内訳 説明 備　　　考

補　　正　　前

比  　　　　 較

通勤手当
管理職員特別
勤務手当

職員手当の内訳

区分 扶養手当

合計 備考

期末手当 勤勉手当 住居手当

計

区分 職員数　（人）
給　　与　　費

補　　正　　後

職員手当の内訳

区分 児童手当

共済費

共済費 合計 備考

計

説明 備　　　考

区分 期末手当 勤勉手当 通勤手当

　 職員手当
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議案第２２号

第１条　令和８年度福島町の水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

　による。

第２条　予算第３条の収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　水道事業費用 121,629千円 2,000千円 123,629千円

　　第１項　営業費用 113,929千円 2,000千円 115,929千円

　　　令和８年９月１４日提出

　　　　　　　福島町長　　鳴海　清春

令和８年度福島町水道事業会計補正予算（第１号）

（　科　目　） （　　計　　）

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　
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支　　　　　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

1. 水道事業費用 121,629 2,000 123,629

1. 営 業 費 用 113,929 2,000 115,929

2. 配水及び給水費 11,160 2,000 13,160

令 和 ８ 年 度 福 島 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収益的収入及び支出

款 項 目
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議案第２３号

第１条　令和８年度福島町の浄化槽事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

　ろによる。

第２条　予算第３条の収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

（既決予定額） （補正予定額）

　第１款　浄化槽事業費用 45,312千円 800千円 46,112千円

　　第１項　営業費用 42,042千円 800千円 42,842千円

　　　令和８年９月１４日提出

福島町長　　鳴海　清春

令和８年度福島町浄化槽事業会計補正予算（第２号）

（　科　目　） （　　計　　）

　　　　　支　　　　　　　出　　　　　　
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支　　　　　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

1. 浄化槽事業費用 45,312 800 46,112

1. 営 業 費 用 42,042 800 42,842

1. 浄 化 槽整 備費 7,791 800 8,591

収益的収入及び支出

款 項 目
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認定第１号 

 

令和７年度福島町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和７年度福島町一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の意見を付

けて、地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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認定第２号 

 

令和７年度福島町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和７年度福島町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委

員の意見を付けて、地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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認定第３号 

 

令和７年度福島町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和７年度福島町介護保険特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査委員の

意見を付けて、地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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認定第４号 

 

 令和７年度福島町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 令和７年度福島町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり監査

委員の意見を付けて、地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

179



 

 

180



 

 

認定第５号 

 

令和７年度福島町国民健康保険診療所特別会計歳入歳出決算認定に 

ついて 

 

 令和７年度福島町国民健康保険診療所特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり

監査委員の意見を付けて、地方自治法第２３３条第３項の規定により認定に付

する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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認定第６号 

 

令和７年度福島町水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和７年度福島町水道事業会計利益を地方公営企業法第３２条第２項の規定

により別冊決算書剰余金処分計算書のとおり処分し、決算を別冊のとおり監査

委員の意見を付けて、地方公営企業法第３０条第４項の規定により認定に付す

る。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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認定第７号 

 

令和７年度福島町浄化槽事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和７年度福島町浄化槽事業会計利益を地方公営企業法第３２条第２項の規

定により別冊決算書剰余金処分計算書のとおり処分し、決算を別冊のとおり監

査委員の意見を付けて、地方公営企業法第３０条第４項の規定により認定に付

する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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同意第１号 

 

教育委員会委員の任命について 

 

 教育委員会委員に次の者を任命したいので、議会の同意を求める。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 

 

 

記 

 

住  所 福島町内在住 

氏  名 平野 雄輝 

年  齢 ４４歳 
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報告第２号 

 

令和７年度福島町財政健全化判断比率の報告について 

 

 令和７年度福島町財政健全化判断比率を別冊のとおり監査委員の意見を付け

て、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条及び第２２条の規定によ

り、報告に付する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町長  鳴海 清春 
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報告第３号 

 

   令和７年度教育に関する事務の管理及び執行状況の点検並びに 

評価に関する報告について 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第

２６条第１項の規定により、「福島町教育委員会の権限に属する事務の管理及び

執行状況の点検並びに評価に関する報告書（令和７年度事務事業分）」を別冊の

とおり作成したので報告する。 

 

   令和８年９月１４日提出 

 

福島町教育委員会教育長  小野寺 則之 
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